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はじめに 

 

 白井市教育委員会では、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 

２６条第１項の規定に基づき、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の

状況について点検及び評価を実施し、その結果に関する報告書を作成し、議会

に提出するとともに、公表しています。 

 この報告書は、市教育委員会が平成３１年度に実施した事務事業の取り組み

について、点検し評価を行い、事務事業の改善・見直しを進めながら効率的・

効果的な教育施策の推進に資するため、とりまとめたものです。 

 なお、本市では、市の教育に関する総合的な施策について、その目標や施策

の根本となる方針を定めた「白井市教育大綱」を平成２８年５月に策定すると

ともに、平成２８年度を初年度とした白井市第５次総合計画（基本構想、前期

基本計画）及び前期実施計画がスタートしていることから、今回の点検及び評

価にあたっては、この教育大綱及び第５次総合計画等を踏まえた視点などを加

味しながら行っています。 

 

 

 

 ＜参 考＞ 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定

により教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第

４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管

理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書

を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学

識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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第１章 教育大綱 

 

 【教育方針】 

  安全で安心に学べる教育環境の整備・充実を図り、子どもの確かな 

学力と豊かな心と体を育む「生きる力」を育てる教育を推進します。 

また、市民が元気に活躍できるように、生涯にわたる学習活動や 

スポーツ活動、文化・芸術活動を支援します。 

 

【基本目標】 

 

１ 学校教育の充実 

子どもの確かな学力と豊かな心と体を育むとともに、地域に根ざした

教育を推進します。 

また、子どもが安全で安心に学べるよう教育環境を整備します。 

 

２ 生涯学習の充実 

さまざまな年代にわたる市民の多様なニーズに応え、生涯にわたる学

習機会の充実を図るとともに、学習した成果を市民生活や市民活動など

に生かせるしくみづくりを進めます。 

また、学習活動をしている市民が活動しやすい環境づくりを目指しま

す。 

 

３ スポーツの振興 

より多くの市民に、安心・安全にスポーツに親しめる機会を提供する

とともに、子どもから高齢者まで誰もが生涯を通してスポーツに親しみ、

健康づくりや地域での交流が図れる環境づくりを目指します。 

 

４ 文化芸術活動の支援 

市民による文化活動を支援し、多様な文化・芸術に親しめる機会を提

供します。 

また、郷土の歴史や文化遺産の調査・保存を推進するとともに、市民

と協働しながら文化財の保護活動を行います。 
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第２章 点検及び評価方法 

 

１ 点検及び評価の対象 

点検及び評価については、第５次総合計画・前期基本計画・前期実施計画

における主要事業である重点戦略事業及び分野別計画事業を対象に行ってい

ます。 

なお、当市教育委員会における重点戦略事業については、関連事業を含め

８事業、分野別事業については、２８事業、併せて３６事業が点検評価の対

象事業になります。 

 

 

 ２ 点検及び評価の実施体制 

実施対象事業については、毎年、予め重点戦略事業及び分野別事業の中か

ら任意に選定し、すべての事業を令和２年度までの前期実施計画の計画期間

内において、順次行っています。 

点検及び評価については、事前に担当課等が自己評価した事務事業評価シ

ートをもとに、教育長及び教育委員４人に学識経験者３人を加えた「白井市

教育委員協議会」において実施しています。 

 

3 点検及び評価の観点 

必要性、有効性及び効率性の観点から点検及び評価を行った上で、事業の

課題などを抽出し、改善により期待される効果等について検討します。 
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（参考）白井市第５次総合計画 前期実施計画 事業一覧 

 

〇重点戦略事業（教育委員会所管事業を網掛けしています） 
戦
略

戦略の柱 事業名

ゆとりある住環境整備事業

近居推進事業（※）

公園施設環境整備事業

道路環境整備事業

みどりと歴史文化の魅力づくり事業

白井工業団地PR事業（※）

雇用・労働支援事業（※）

異業種・異分野間交流・連携事業

幹線道路沿道活性化事業

創業支援事業（※）

起業学習・体験事業

待機児童対策事業（※）

病児・病後児保育事業

子ども医療費助成事業

子育てスタート応援事業（※）

子育てカフェ事業（※）

放課後子ども教室事業（※）

補助教員配置事業（※）

地域人材活用事業（※）

ドリームチャレンジャー事業（※）

子どもしごとフェス事業（※）

集落営農の組織化等支援事業

育苗センター事業（※）

市民農業大学事業（※）

援農ボランティア育成・活用事業（※）

農産物ブランド化推進事業（※）

農産物販売拠点機能強化事業（※）

農産物流通拡大事業（※）

市民農園・体験型農園開設支援事業（※）

森のグラウンドワーク推進事業

環境学習推進事業

（仮称）谷田・清戸市民の森整備事業

沿道みどりの推進事業

（１）地域での環境保全や創出の取り組みとしてのグラウンドワークの推進

戦
略
２
　
み
ど
り
活
用
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

（３）駅周辺や地域における農産物の販売の場づくり

（４）だれもが農業体験できるプログラムの実施や農に親しめる環境づくり

２－２
みどりが価値を
生み出すまちづ
くり （２）白井の自然環境の豊かさを知り育むための環境学習の推進

２－３
みどりがつなが
るまちづくり

（１）自然とのふれあいや癒しの場としての里山の保全と活用

（２）市民によるみどりのネットワークづくりに対する支援

目標実現に向けた取組

（１）若い世代が魅力を感じるゆとりある住環境整備の促進

（２）子ども連れで外出しやすい道路や公園・広場などの機能整備

（３）みどりや文化資源などを活用した魅力ある暮らしの促進

（２）子育てに係る経済的負担の軽減

（１）利便性の高い場所での保育機会の確保

（３）地域での親や子どもたちの居場所づくりや子育て支援のしくみづ
　　　くり

戦
略
１
　
若
い
世
代
定
住
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

２－１
「魅せる農」の
まちづくり

（１）多様な形態の農業経営と担い手の支援

１－２
働く場を生み出
すまちづくり

（１）工業団地などにおける市民の雇用拡大

（４）起業希望者に対する支援のしくみづくりや起業を意識した学習機
　　　会の提供

（２）異業種・異分野間のネットワークづくりによる交流・連携の支援

（３）未利用地や幹線道路沿道等における開発誘導

１－３
子育てしたくな
るまちづくり

（２）農商工の連携による、農産物の高付加価値化やブランド化

（４）児童・生徒の個性に応じた学力の向上など生きる力を育む教育の
　　　推進

１－１
ゆとりある暮ら
しを支えるまち
づくり

 
（※）印の事業は「白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略」にも該当する事業です。 
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戦
略

戦略の柱 事業名

中心都市拠点・生活拠点づくり事業

マルシェにぎわいづくり支援・協働事業

フェスティバル開催事業（※）

工業団地アクセス道路整備事業

工業専用地域振興事業

まちづくり協議会設立支援事業（※）

地域防災力向上事業（※）

西白井地区コミュニティ施設整備事業

地域生活支援拠点等整備事業

小さな交流の場づくり事業

集いの場づくり支援事業

生活支援サービス体制整備事業（※）

総合型地域スポーツクラブ支援事業

白井市民大学校事業

地域健康づくり事業（※）

介護予防自主グループ支援事業

市民参加・協働の人づくり事業（※）

道路ネットワークづくり事業

市道新設改良事業

鉄道交通推進事業

バス交通推進事業

戦
略
３
　
拠
点
創
造
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

3－1
都市拠点がにぎ
わうまちづくり

（１）市役所・白井駅周辺や西白井駅周辺などでの地域特性に合わせた
　　　にぎわいづくり

（２）市内の様々な場における世代に関係なく利用できる居場所や交流の
　　　場づくり

（３）地域の人が地域の人のために身近な生活サービスを提供する地域拠点
　　　づくり

（４）地域の人や団体を活かした生きがいづくりや健康づくりの場の充実

目標実現に向けた取組

（２）工業団地への産業機能の集積に向けた環境整備

3－２
地域拠点がにぎ
わうまちづくり

（１）小学校区を基本的な単位としたまちづくり協議会の設立の推進

3－３
拠点がづながる
まちづくり

（１）コーディネーターの発掘・育成

（２）都市拠点と各地域を結ぶ道路ネットワークの整備

（３）利便性の良い交通ネットワークの確保

 
（※）印の事業は「白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略」にも該当する事業です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 
 

〇分野別事業（教育委員会所管事業を網掛けしています） 
事業名

障がい福祉サービス事業

障がい者相談支援事業

障がい者雇用・就労支援事業

障がい者スポーツ大会等参加促進事業

★地域生活支援拠点等整備事業

高齢者就労等マッチング事業（※）

高齢者在宅福祉事業

介護予防普及啓発事業

介護支援ボランティア事業

地域包括支援センター運営事業

★集いの場づくり支援事業

★生活支援サービス体制整備事業（※）

★介護予防自主グループ支援事業

ママヘルパー派遣事業

子育て支援事業等利用助成事業

ひとり親家庭支援事業

こども発達センター事業

地域子育て支援拠点事業

私立保育園等補助事業

一時保育事業

家庭的保育事業

私立幼稚園振興事業

保育園食育推進事業

★待機児童対策事業（※）

★病児・病後児保育事業

★子ども医療費助成事業

★子育てスタート応援事業（※）

★子育てカフェ事業（※）

★放課後子ども教室事業（※）

Ａ
　
健
康
・
福
祉

　

１　障がい者福祉
　
　【個別計画】

　　・白井市障害者計画、白井市第４期障害福祉計画

　

２　高齢者福祉

　【個別計画】

　　・白井市第６期高齢者福祉計画・介護保険事業計画
　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

３　子育て支援

　【個別計画】

　　・しろい子どもプラン（白井市子ども・子育て支援事業計画）
　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

分　　野
【基幹計画】

　　　　                     　    小  分  野
                                     【個別計画】

【基幹計画】

白井市第２次

地域福祉計画

（策定予定）
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事業名

家庭児童相談事業

保健福祉相談事業

虐待防止対策事業

こころの相談事業

生活困窮者自立支援事業

外国人支援事業

DV防止対策事業

健康生活支援事業

健康づくり普及推進事業

歯科口腔保健推進事業

食からの健康づくり支援事業

母子保健推進事業

健（検）診事業

特定健康診査事業

特定保健指導事業

人間ドック等受検費用助成事業

★地域健康づくり事業（※）

教育資金利子補給事業

ＡＬＴ配置事業

教育相談事業

適応指導教室事業

青少年国際交流事業

教育課題調査研究事業

教育の情報化推進事業

特別支援教育事業

学校安全対策事業

学校給食共同調理場建替事業

小中学生の栄養指導事業

★補助教員配置事業（※）

★地域人材活用事業（※）

１　学校教育

　　【個別計画】
　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

Ａ
　
健
康
・
福
祉

分　　野
【基幹計画】

Ｂ
　
学
習
・
教
育

４　福祉相談・支援
　
　【個別計画】

　　・白井市障害者計画、白井市第４期障害福祉計画
　　・白井市第６期高齢者福祉計画・介護保険事業計画
　　・しろい子どもプラン（白井市子ども・子育て支援事業計画）
　　・第２次しろい健康プラン
　　・白井市男女平等推進行動計画

５　健康づくり

　【個別計画】
　　・第２次しろい健康プラン
　　・第２期白井市国民健康保険特定健康診査等実施計画
　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

　　　　                     　    小  分  野
                                     【個別計画】

【基幹計画】

白井市教育大綱

（策定予定）

【基幹計画】

白井市第２次

地域福祉計画

（策定予定）
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事業名

各種スポーツ大会開催事業

立春式事業

青少年野外活動事業

子どもワンパク大会事業

家庭教育事業

国際理解推進事業

図書館サービス推進事業

図書館資料整備事業

プラネタリウム館運営事業

★ドリームチャレンジャー事業（※）

★子どもしごとフェス事業（※）

★総合型地域スポーツクラブ支援事業

★白井市民大学校事業

市史編さん事業

文化財調査事業

文化財保護・周知事業

埋蔵文化財・文化財記録・保護事業

市民学芸スタッフ古文書修補活動事業

郷土資料館展示・教育普及事業

文化を支える人材育成支援事業

市民文化祭開催事業

文化会館自主事業運営事業

２　生涯学習

　　【個別計画】
　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

３　文化・芸術

　

Ｂ
　
学
習
・
教
育

分　　野
【基幹計画】

　　　　                     　    小  分  野
                                     【個別計画】

【基幹計画】

白井市教育大綱

（策定予定）
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事業名

農業・農村交流事業

農業生産技術・経営改善支援事業

遊休農地解消事業

★集落営農の組織化等支援事業

★育苗センター事業（※）

★市民農業大学事業（※）

★援農ボランティア育成・活用事業（※）

★農産物ブランド化推進事業（※）

★農産物販売拠点機能強化事業（※）

★農産物流通拡大事業（※）

★市民農園・体験型農園開設支援事業

（※）

中小企業活性化支援事業

企業誘致推進事業

ふるさとまつり支援事業

消費生活相談・啓発推進事業

★白井工業団地ＰＲ事業（※）

★雇用・労働支援事業（※）

★異業種・異分野間交流・連携事業

★幹線道路沿道活性化事業

★創業支援事業（※）

★起業学習・体験事業

★マルシェにぎわいづくり支援・協働事業

★フェスティバル開催事業（※）

★工業団地アクセス道路整備事業

★工業専用地域振興事業

ごみの減量化・資源化推進事業

省資源・省エネルギー推進事業

不法投棄防止対策事業

水質調査・地下水汚染対策事業

合併処理浄化槽等設置促進事業

アスベスト分析調査・除去工事補助事業

★みどりと歴史文化の魅力づくり事業

★森のグラウンドワーク推進事業

★環境学習推進事業

★（仮称）谷田・清戸市民の森整備事業

★沿道みどりの推進事業

Ｃ
　
産
業
・
雇
用

　　

Ｄ
　
環
境
・
自
然

　　　　                     　    小  分  野
                                     【個別計画】

分　　野
【基幹計画】

２　商工業振興・雇用

　【個別計画】
　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

１　生活環境保全
　
　【個別計画】

　　・ごみ減量化・資源化基本方針
　　・白井市バイオマスタウン構想
　　・白井市生活排水処理基本計画
　　・白井市地球温暖化対策実行計画

２　自然環境保全・創出

１　農業振興
　
　【個別計画】
　　・白井市農業振興地域整備計画
　　・農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想
　　・白井市地域水田農業ビジョン
　　・白井市森林整備計画
　　・白井市鳥獣被害防止計画
　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

【基幹計画】

白井市

産業振興計画

（策定予定）

【基幹計画】

白井市第２次

環境基本計画
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事業名

市民活動推進センター運営事業

市民団体活動支援補助事業

★まちづくり協議会設立支援事業（※）

★市民参加・協働の人づくり事業（※）

消防団体制強化事業

庁舎整備事業

庁舎整備に伴うネットワークの構築事業

建築物耐震化支援事業

★地域防災力向上事業（※）

防犯対策事業

交通安全対策事業

放置自転車対策事業

都市公園等整備事業

住み替え支援事業（※）

住宅リフォーム助成事業

マンション対策支援事業

★ゆとりある住環境整備事業

★近居推進事業（※）

★公園施設環境整備事業

★中心都市拠点・生活拠点づくり事業

★西白井地区コミュニティ施設整備事業

★小さな交流の場づくり事業

配水施設整備事業

汚水排水施設整備事業

雨水排水施設整備事業

水路等維持改修事業

★道路環境整備事業

★道路ネットワークづくり事業

★市道新設改良事業

★鉄道交通推進事業

★バス交通推進事業

３　公共交通

分　　野
【基幹計画】

２　生活基盤

　【個別計画】

　　・白井市道路整備基本計画
　　・白井市汚水適正処理構想
　　・白井市水道事業第１次拡張２次変更建設計画
　　・白井市下水道事業第３次中期経営計画
　　・白井市水道事業第３次中期経営計画

１　地域のまちづくり

　【個別計画】

　　・市民参加・協働のまちづくりプラン
　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

　　　　                     　    小  分  野
                                     【個別計画】

２　災害対策

　　【個別計画】
　　・白井市地域防災計画、災害時要援護者避難支援プラン全体計画
　　・白井市国民保護計画
　　・白井市耐震改修促進計画
　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

３　防犯・交通安全

　
Ｅ
　
地
域
・
安
心

Ｆ
　
都
市
・
交
通

１　住環境

　　【個別計画】
　　・白井市緑の基本計画（策定予定）

　　・白井市まち・ひと・しごと創生総合戦略（※）

【基幹計画】

白井市コミュニティ

基本計画

（策定予定）

【基幹計画】

白井市

都市マスタープラン

 
 

 
 

 

方針 
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区分 № 事業名 事業コード 担当課名
点検評価
実施年度

1 みどりと歴史文化の魅力づくり事業 1-1-3-01
環境課
文化課

※対象外

2 放課後子ども教室事業 1-3-3-03 生涯学習課 H29済

3 補助教員配置事業 1-3-4-01 学校政策課 H29済

4 地域人材活用事業 1-3-4-02 学校政策課 H29済

5 子どもしごとフェス事業 1-3-4-04 生涯学習課 H29済

6 環境学習推進事業 2-2-2-01
環境課
教育支援課

※対象外

7 総合型地域スポーツクラブ支援事業 3-2-4-01 生涯学習課 H30済

8 白井市民大学校事業 3-2-4-02 生涯学習課 H30済

区分 № 事業名 事業コード 担当課名
点検評価

済

1 教育資金利子補給事業 B-1-01 教育総務課 H29済

2 ＡＬＴ配置事業 B-1-02 教育支援課 H29済

3 教育相談事業 B-1-03 教育支援課 H29済

4 適応指導教室事業 B-1-04 教育支援課 H30済

5 青少年国際交流事業 B-1-05 教育支援課 H30済

6 教育課題調査研究事業 B-1-06 教育支援課 H30済

7 教育の情報化推進事業 B-1-07 学校政策課 H31済

8 特別支援教育事業 B-1-08 教育支援課 H31済

9 学校安全対策事業 B-1-09 教育支援課 R2

10 学校給食共同調理場建替事業 B-1-10 教育総務課 H31済

11 小中学生の栄養指導事業 B-1-11 教育支援課 R2

12 各種スポーツ大会開催事業 B-2-01 生涯学習課 H29済

13 立春式事業 B-2-02 生涯学習課 H31済

14 青少年野外活動事業　※ B-2-03 生涯学習課 ※休止中

15 子どもワンパク大会事業　※ B-2-04 生涯学習課 ※休止中

16 家庭教育事業 B-2-05 生涯学習課 R2

17 図書館サービス推進事業 B-2-07 文化センター H29済

18 図書館資料整備事業 B-2-08 文化センター H30済

19 プラネタリウム館運営事業 B-2-09 文化センター H30済

20 市史編さん事業 B-3-01 生涯学習課 H29済

21 文化財調査事業 B-3-02 生涯学習課 H31済

22 文化財保護・周知事業 B-3-03 生涯学習課 H31済

23 埋蔵文化財・文化財記録・保護事業 B-3-04 生涯学習課 R2

24 市民学芸スタッフ古文書修補活動事業 B-3-05 文化センター H31済

25 郷土資料館展示・教育普及事業 B-3-06 文化センター H31済

26 文化を支える人材育成支援事業 B-3-07 生涯学習課 R2

27 市民文化祭開催事業 B-3-08 生涯学習課 R2

28 文化会館自主事業運営事業 B-3-09 文化センター R2

教育委員会点検・評価対象事業（平成3１年度事業）一覧

【白井市第５次総合計画前期基本計画・前期実施計画事業による】

分
野
別
計
画
事
業
（

重
点
戦
略
以
外
の
実
計
画
事
業
）

重
点
戦
略
事
業
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第３章 点検及び評価結果 

１ 学校安全対策事業（分野別計画事業 №９） 

 

（１）事業概要 
   児童・生徒が安全な学校生活を送るため、安全啓発物資の配布、学校防犯ボランテ

ィアや登下校時の見守り付き添い支援、関係者による通学路の合同点検などを実施す

る。また、水質検査や照度検査等を行い、学習環境の安全性を確保する。 

 

 （２）評価 

 
項目 内容 意見・課題・評価（自由記入） 

取組 

状況 

目的を果た

す取組とな

っているか。 

・警察や交通指導員の協力により効果が上がっている。 

・学校間での差について懸念がある。 

市民ニーズ

に即した取

組となって

いるか。 

・登下校中の事件、事故等について保護者は心配していることから、

ニーズに即した取組となっている。 

他分野や市

民・学校等と

必要な連携

が図られて

いるか。 

・連携が図れている地区と図れていない地区があるため、地域の特性

に応じて、上手く連携が取れると良い。これにより学校への負担を軽

減して欲しい。 

・登下校の見守り等、自治会の事業としても意識が高まっている。 

成 果 

事業目的実

現に向けて

成果は上が

っているか。 

・ボランティア活動が活発化され、意識も高まっている。特に子ども

の見守り活動は成果が上がっている。 

課題・

方向性 

今 後 の 課

題・問題点が

的確に捉え

られている

か。 

・予算も限られている中、優先順位を付けて対処したり、重点化を図

って事業を実施したりするなど、着実に成果を積み上げてほしい。 

今後の方向

性は妥当か。 

・新型コロナウイルス感染症対策や、夏休みの登校などによる熱中症

対策には特に重点を置き、必要に応じて特例的な取組も必要になって

くる。 

・安全対策を行う上で、道路整備など通学路の環境整備も必要である。 
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 （３）今後に向けた改善提案等 

 
・通学区域や通学路の状況は、学校毎に異なる。今後も、学校の状況に応じた対応を心掛け

ていただきたい。 

・自転車の乗り方については、高学年だけではなく、全学年対象に行ったらどうか。スケー

トボード、キックボード等についても徹底した指導が必要である。（禁止エリアについても） 

・新型コロナウイルス感染症に対する安全対策、ICT 化に伴うネット犯罪に巻き込まれない対

策など新しい危険に対する安全対策を万全にしてほしい。 

・限られた予算ではあるが、制服の警備員を登下校中だけでも配置するなど、犯罪の抑止力

を高めてほしい。 

・「学校安全」という事業名では広すぎるように感じる。事業の中身は主に登下校・放課後の

児童・生徒の安全確保であり、内容を一致させた方が良い。 
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２ 小中学生の栄養指導事業（分野別計画事業 №１１） 

 

（１）事業概要 
   学校給食を通じて児童・生徒が健康的な食生活を知り、実践できるようにするため

の食育指導などを行う。 

 

 （２）評価 

 
項目 内容 意見・課題・評価（自由記入） 

取組 

状況 

目的を果た

す取組とな

っているか。 

・バランス良く食べることの大切さが伝わる取組である。 

・全校を回る栄養士は大変だが素晴らしい取組である。 

市民ニーズ

に即した取

組となって

いるか。 

・新学校給食センター整備によりアレルギーを持つ児童・生徒からの

ニーズに答えられたのは大きな成果である。 

他分野や市

民・学校等と

必要な連携

が図られて

いるか。 

・３食のうち、２食は家庭での食事であることから、家庭での教育が

必要である。そのため、PTA 主催の給食試食会に合わせて指導の場

を作り、家庭との連携を深められると良い。 

成 果 

事業目的実

現に向けて

成果は上が

っているか。 

・上がっている。 

課題・

方向性 

今 後 の 課

題・問題点が

的確に捉え

られている

か。 

・捉えられている。 

今後の方向

性は妥当か。 

・実施されている栄養士による栄養指導は引き続き継続した方が良

い。生活習慣病の予防や孤食問題にも対応できると思う。 

・妥当であるが、一人の栄養士に任せるのでは負担だと感じる。連携

や育成に力を入れるべきではないか。 
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 （３）今後に向けた改善提案等 

 
・児童、現場、保護者も学校給食の栄養指導に大変満足している。 

・栄養指導は毎月の献立表にも記載があり情報発信がなされている。 

・食は、健康維持・増進の要である。この事業は、食育という視点から重要な役割を果たし

ているので、指導にあたる職員は大変だが今後もずっと継続していただきたい。 

・今後は、中学への指導も充実させてほしい。部活や塾通い等で食事が不規則になりがちな

年代だけに、体をしっかり作るための具体的な食生活（間食に何を食べるかなど実践可能な

もの）の知識が必要である。 

・離乳食に入ったばかりの数か月の子どもが、人参を吐き出したり牛乳を嫌がったりして、

それが小中学生・大人に至るまで続くのを見聞きするため、幼少からの指導（家庭への）が

大切である。 

・アレルギー対策もできる学校給食センターができたので、食育指導の中にアレルギー対応

も含めた食育指導を行うなど、アレルギー対策を取組に入れる。 

 

 



15 
 

 

３ 家庭教育事業（分野別計画事業 №１６） 

 

（１）事業概要 
   家庭教育の重要性とその向上を図るため、子育て世代を対象とした講座の開催や情

報の提供を行う。 

 

 （２）評価 

 
項目 内容 意見・課題・評価（自由記入） 

取組 

状況 

目的を果た

す取組とな

っているか。 

・選択学習（家庭教育講座の実施・家庭教育資料の発信）と必修学習

（就学時健診での家庭教育講話）の場が設定され、目的を果たす取組

となっている。 

・就学時前健診の機会は良いと思う。 

・現状を維持しつつ保護者の視点にたった内容と講師の選択を希望す

る。 

市民ニーズ

に即した取

組となって

いるか。 

・ねらいを子育てに広げ過ぎず、家庭教育力の向上に絞って事業を進

めることが重要である。 

・更に具体的なニーズ（保護者が知りたいこと）を把握するよう努め

て欲しい。 

他分野や市

民・学校等と

必要な連携

が図られて

いるか。 

・家庭教育は子どもが生まれる時点から始まっている。そのため、健

康子ども部と教育部の役割分担・連携が重要である。 

・現に困っている保護者が相談窓口へ繋がるように意識した取組に期

待する。 

・学校の負担にならないような配慮が必要である。PTA が率先する

のが妥当ではないか。 

成 果 

事業目的実

現に向けて

成果は上が

っているか。 

・平日昼間では参加しづらい保護者に向けて、開催方法を工夫して欲

しい。 

課題・

方向性 

今 後 の 課

題・問題点が

的確に捉え

られている

か。 

・教育現場へ積極的に出向いて指導することは大変良い。 

・講座の機会を幼稚園、保育園にも広げたいとのことだが、健康子ど

も部とどのようにして連携を図るかが課題である。 

今後の方向

性は妥当か。 

・機会が限られていることから、伝えるべき内容を厳選して伝えるこ

とが重要である。 
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 （３）今後に向けた改善提案等 

 
・家庭教育をはじめ子育てに関する相談事業は多課にまたがることから、相談者のプライバ

シーを保護しつつの連携（情報の共有）することが重要になる。年に１回程度、連携できて

いるか等確認する場（担当者会議など）が必要である。 

・保護者（特に母親）への重圧が強い社会状況だと思うので、保護者に「～すべき」等を教

えるだけでなく、保護者自身が自分を大事にすることが子どもにも好影響であることを伝え

て欲しい。単なる講義では受け身になってしまうので、開催方法にも工夫が必要。 

・個別の働きかけが必要なケースもあり、不特定多数に向けた講座とは別の形態として、訪

問型家庭教育支援も検討してみてはどうか。 

・設定した講座等に来ない傾向のある保護者が重大な問題（虐待等）を引き起こす事例が時々

報道されるので、入園式や入学式等必ず保護者が来なければならない機会を利用するなど工

夫してほしい。 

・行政ができること、保護者（PTA 本部や役員や有志など）ができることがある。保護者の

当事者意識や仲間意識の薄れも問題であるが、全てを行政に依存するのは違うのではないか。 

・食育に関する内容もぜひ講座として実施していただきたい。小中学生の栄養指導事業で子

どもたちが学んだことを保護者にも伝えることで、家庭での食育が充実するのではないか。 

・困った保護者が、すぐに相談できる場所の周知や、PR を一層推進してほしい。 
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４ 埋蔵文化財・文化財記録・保護事業（分野別計画事業 №２３） 

 

（１）事業概要 
   文化財を未来への遺産として伝えるため、埋蔵文化財包蔵地について試掘や確認調

査・本調査をし、記録保存を行う。また、各種文化財の記録化を行う。 

 

 （２）評価 

 
項目 内容 意見・課題・評価（自由記入） 

取組 

状況 

目的を果た

す取組とな

っているか。 

・取組となっている。 

市民ニーズ

に即した取

組となって

いるか。 

・取組となっている。 

他分野や市

民・学校等と

必要な連携

が図られて

いるか。 

・校外学習など、連携が図れている部分が多い。 

・白井の歴史は素晴らしい学習教材である。 

成 果 

事業目的実

現に向けて

成果は上が

っているか。 

・上がっている。 

課題・

方向性 

今 後 の 課

題・問題点が

的確に捉え

られている

か。 

・捉えられている。 

今後の方向

性は妥当か。 

・妥当である。 

 



18 
 

 

 （３）今後に向けた改善提案等 

 

・文化への関心の薄さから、文化財について意図せず破壊されてしまっていることも耳にす

る。そのため、文化財保護の大切さを、いろいろな方法で周知してほしい。 
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５ 文化を支える人材育成支援事業（分野別計画事業 №２６）  

 

（１）事業概要 
   文化振興を協働する市民で組織した白井市文化団体協議会の活動を支援するため、

人材の育成支援・補助を行う。 

 

 （２）評価 

 
項目 内容 意見・課題・評価（自由記入） 

取組 

状況 

目的を果た

す取組とな

っているか。 

・取組となっている。 

市民ニーズ

に即した取

組となって

いるか。 

・取組となっている。 

他分野や市

民・学校等と

必要な連携

が図られて

いるか。 

・新型コロナウイルス感染症の影響で難しくなる面もあるが、連携が

上手く図られている。 

成 果 

事業目的実

現に向けて

成果は上が

っているか。 

・上がっている。 

課題・

方向性 

今 後 の 課

題・問題点が

的確に捉え

られている

か。 

・捉えられている。 

今後の方向

性は妥当か。 

・補助金見直しと並行して、自立のためには広報を含めた周知等行政

支援が必要である。 
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 （３）今後に向けた改善提案等 

 

・守るべきは、文化活動の維持ではなく、文化の継承である。そのためには、白井市として

継承すべき文化を厳選することと、それらの継承のために必要な支援をしていくことが重要

である。前者は、文化団体協議会が中心となって行うべきこと。後者は、それを受けて市が

中心となって行うことである。 

・文化団体協議会が設立され、自主的に活動するようになったのは素晴らしいが、いろいろ

な分野のバランス等で苦労がある。補助金交付と合わせて、白井市の目指す文化育成の方向

があれば、伝えておいてもよいのでは。 
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６ 市民文化祭開催事業（分野別計画事業 №２７） 

 

（１）事業概要 
   市民の公共的な文化振興活動の成果発表と鑑賞の機会を提供するため、市民文化祭

（一般部門及び児童・生徒対象の学校部門）を開催する。一般部門は市民文化祭実行

委員会へ補助金を交付し、市民との協働で実施する。 

 

 （２）評価 

 
項目 内容 意見・課題・評価（自由記入） 

取組 

状況 

目的を果た

す取組とな

っているか。 

・取組となっている。 

市民ニーズ

に即した取

組となって

いるか。 

・関心を持たせる方法として、HP や広報紙の周知だけでは不十分な

のではないか。 

他分野や市

民・学校等と

必要な連携

が図られて

いるか。 

・学校との連携を更に深めて文化系活動の発表の場としていくことが

できれば、参加者も増え、学校が独自に開催するより負担も減って良

いのではないか。 

成 果 

事業目的実

現に向けて

成果は上が

っているか。 

・上がっている。 

課題・

方向性 

今 後 の 課

題・問題点が

的確に捉え

られている

か。 

・参加団体の構成員の高齢化問題を解決する方法の一つとして、若い

世代の参加が挙げられる。 

今後の方向

性は妥当か。 

・若い世代が自ら率先して参加したくなるような環境を設けることが

重要である。 
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 （３）今後に向けた改善提案等 

 
・コロナ禍の中で、物事が今まで通りにはできなくなっている。他市ではオンラインでの文

化祭開催を検討していることを踏まえて、変化の方向性のキーワードの一つが「オンライン

の活用」ではないだろうか。 

・高齢者団体が気軽に参加できる方法を工夫する必要がある。一般部門は実行委員会が自主

的に動くようにしたのは良いが、やはり白井市の目指す方向性は助言していくべきである。

例えば、地味な展示団体でも、「にぎわいづくり」という目標を持った作品展示を心掛けても

らうとか、その年のテーマを、漫然としたものでなく明確に掲げれば、単なる自己作品の展

示とは違ったものになるのではないか。 

・市の行事（イベント）を今後どうしていくべきか考えるのが急務。従来の社会の形には戻

らない事を想定する必要がある。 
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７ 文化会館自主事業運営事業（分野別計画事業 №２８） 

 

（１）事業概要 
   市民に生の舞台芸術を触れてもらう機会を提供し、市民の芸術・文化に対する関心

を高めていくため、会館自主事業としてコンサート等を実施する。 

 

 （２）評価 

 
項目 内容 意見・課題・評価（自由記入） 

取組 

状況 

目的を果た

す取組とな

っているか。 

・取組となっている。 

市民ニーズ

に即した取

組となって

いるか。 

・子供からお年寄りまで広いニーズに応えることができている。 

・警察隊の演奏は毎年好評である 

他分野や市

民・学校等と

必要な連携

が図られて

いるか。 

・図られている。 

成 果 

事業目的実

現に向けて

成果は上が

っているか。 

・上がっている。 

課題・

方向性 

今 後 の 課

題・問題点が

的確に捉え

られている

か。 

・自主事業の実施に当たっては、色々な制約がある。また、コロナ禍

では更に制約が課されると思うが、変革のチャンスと捉え、前例に捕

らわれず大胆な取組を期待したい。 

今後の方向

性は妥当か。 

・妥当である。 
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 （３）今後に向けた改善提案等 

 
・年に１回、一点豪華主義の事業実施、舞台演劇をシリーズ化して実施、有料化してでも観

客動員が見込める事業の実施など、市民がワクワクするような事業実施を期待したい。 

・コロナ禍では、当面指定席化して席数制限が必要になるだろうが、劇団など芸術家を助け

る観点からも自主事業は是非継続していただきたい。 

・文化会館運営協議会のメンバー１０人だけを頼りに次年度自主事業の演目を決めるのは苦

しいのではないか。参加者だけでなく、広く市民にアンケートを採ることはできないか。演

目や出演者情報も得られるようにすると更に良い。 

・老若男女問わず興味深い内容のものが難しいのであれば、身近な市民団体のさまざまな発

表を鑑賞するのも良いのでは。 

・高額を覚悟で、超有名人を一人呼ぶか、低額で、地域に貢献している有名人を数回に分け

て呼ぶか、難しい問題だが、隔年で交互にするという方法もあると思う。PR にもよるが、意

外と違う芸術分野には興味を示さない人も多いので、白井のためなら低額でも来てくれる有

名人を、出来るだけ多く（いろいろな分野から）呼ぶ年があってもいいと思う。PR の工夫が

大変かもしれないが、その工夫が白井市の PR にもつながると思う。 

・好評なものは継続されており、年ごとに工夫が見られる。大使のお笑いライブが無くなっ

たのは残念である。子供向け、児童生徒向けの催しに力を入れて欲しい。 

・音楽やダンスの発表は多く開催されているので、自主事業としては演劇等他の団体があま

り実施しない舞台芸術を期待する。 
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教育委員会の活動状況   

月 
教育委

員会議 

総合教育

会議 

教育委員

協議会 
学校訪問等 研修・視察等 

H31 

4 

1 回   入学式（各小・中学校） 

 

印教連定期総会 

 

5 1 回   第三部会小学校陸上大会 

市民大学校入学式 

千教連総会 

関東甲信越静市町村教育委員

会連合会総会・研修会 

教科用図書印旛採択協議会 

6 1 回   白井市スポーツレクリエー

ション祭 

 

7 2 回 1 回  印旛郡市市民体育大会開会

式 

教科用図書印旛採択協議会 

 

8 2 回    白井市青少年海外派遣団出

発式 

 

9 1 回  1 回 体育祭（白井中、大山口中、

南山中、七次台中、桜台中） 

印旛地区教育長職務代理者等

会議 

文化財審議会 

10 1 回   運動会（一小、二小、三小、

大山口小、清水口小、南山小、

七次台小、池の上小、桜台小） 

管理訪問（七次台中、南山中） 

所長訪問（一小、桜台小） 

西白井コミュニティセンタ

ー開所式 

 

11 1 回   管理訪問（二小、三小、大山

口小、清水口小、桜台中） 

次長訪問（七次台小、大山口

中） 

市民文化祭授賞式 

12 1 回    立春式（大山口中、南山中、

七次台中、桜台中） 

R2 

1 

1 回    成人式 

立春式（白井中） 

教育長・教育委員研修会 

市町村教育委員研究協議会 

2 1 回 1 回   市町村教育委員研究協議会 

3 2 回   卒業式（各小・中学校）  

 

 

（参考資料） 
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教育委員会議における審議 
会 議 議 題 傍聴数 

平成 3１年 

第４回定例会 

４月 3 日 

議案第１号 白井市公民館の設置及び管理等に関する条例施行規則の一部を改正する

規則の制定について 

議案第２号 白井市青少年女性センターの設置及び管理等に関する条例施行規則の一

部を改正する規則の制定について 

議案第３号 白井市学習等供用施設の設置及び管理等に関する条例施行規則の一部を

改正する規則の制定について 

議案第４号 白井市民プールの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する

規則の制定について 

議案第５号 白井市都市公園有料公園施設管理運営規則の一部を改正する規則の制定

について 

議案第６号 準要保護児童・生徒の認定に係る審査について 

報告第１号 白井市社会教育指導員の委嘱に関する報告について 

報告第２号 白井市教育相談員の委嘱について 

報告第３号 白井市適応指導教室指導員の委嘱について 

報告第４号 白井市学校医の委嘱について 

報告第５号 白井市立学校空調設備運用ガイドラインについて 

報告第６号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

報告第７号 代理処分について 

1 

第５回定例会 

５月７日 

議案第１号 白井市スポーツ推進委員の委嘱について 

議案第２号 白井市民プールにおける開設期間、利用時間及び利用料金の変更について 

議案第３号 「平成３１年度全国学力・学習状況調査」結果公表の取扱いについて 

報告第１号 白井市学校評議員の委嘱について 

報告第２号 白井市学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

報告第３号 白井市教育支援委員会委員の委嘱について 

報告第４号 平成３１年度地域人材活用事業学校別計画事業及び予算配当について 

報告第５号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

2 

第 6 回定例会 

6 月４日 

議案第１号 平成３１年度教育費補正予算（第２回）に係る意見聴取について 

報告第１号 白井市学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

報告第２号 平成３１年度白井市教育委員会事務事業点検・評価委員の選任について 

報告第３号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

5 

第 7 回定例会 

７月２日 

議案第１号 白井市文化会館運営協議会委員の委嘱について 

議案第２号 白井市立図書館協議会委員の委嘱について 

議案第３号 白井市郷土資料館運営協議会委員の委嘱について 

議案第４号 白井市プラネタリウム館運営協議会委員の委嘱について 

議案第５号 白井市公民館における利用料金の承認について 

議案第６号 白井市青少年女性センターにおける利用料金の承認について 

議案第７号 白井市学習等供用施設における利用料金の承認について 

報告第１号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

6 

第 2 回臨時会 

7 月 2５日 

議案第１号 令和２年度使用教科用図書の採択について 非公開 

第８回定例会 

８月６日 

議案第１号 平成３１年度教育費補正予算（第４回）に係る意見聴取について 

議案第２号 平成３１年度教育費補正予算（第５回）に係る意見聴取について 

報告第１号 桜台小・中学校の自校式給食について 

報告第２号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

9 

第３回臨時会 

８月２３日 

議案第１号 平成３１年度教育費補正予算（第６回）に係る意見聴取について 0 
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第 9 回定例会 

9 月３日 

協議第１号 白井市文化会館大ホールの客席天井の改修工法について 

協議第２号 白井市立図書館の開館時間等の変更について 

報告第１号 白井市学校医の解嘱及び委嘱について 

報告第２号 白井市学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

報告第３号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

 

5 

第10回定例会 

１０月１日 

 

 

 

 

 

議案第１号 白井市特別支援教育就学奨励費支給規則の一部を改正する規則の制定に

ついて 

議案第２号 白井市就学援助費支給規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第３号 白井市立図書館管理運営規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第４号 全国学力・学習状況調査結果の公表について 

報告第１号 白井市学校支援アドバイザーの委嘱について 

報告第２号 令和２年度白井市予算編成方針について 

報告第３号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

2 

第11回定例会 

１１月５日 
議案第１号 白井市スポーツ推進委員の委嘱について 

議案第２号 白井市白井駅前公民館の指定管理者の指定議案に係る意見聴取について 

議案第３号 白井市学習等供用施設の指定管理者の指定議案に係る意見聴取について 

議案第４号 平成３１年度教育費補正予算（第７回）に係る意見聴取について 

協議第１号 令和４年度以降の成人式の対象年齢及び開催時期について 

報告第１号 白井市スポーツ推進委員の解嘱について 

報告第２号 桜台小・中学校の給食に係る経過報告について 

報告第３号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

12 

第12回定例会 

１２月３日 
議案第１号 令和元年度末白井市小中学校職員の人事異動方針について 

議案第２号 平成３１年度教育費補正予算（第８回）に係る意見聴取について 

協議第１号 桜台小・中学校の自校式給食の見直しについて 

報告第１号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

14 

令和２年 

第１回定例会 

１月 7 日 

議案第１号 白井市学校体育施設開放に関する規則の一部を改正する規則の制定につ 

いて 

議案第２号 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況に係る点検及び評 

価に関する報告書について 

報告第１号 令和２年度の教育のＩＣＴ化に向けた環境整備について 

報告第２号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

4 

第２回定例会 

２月１２日 

議案第１号 白井市社会教育指導員の設置等に関する規則を廃止する規則の制定につ

いて 

議案第２号 平成３１年度教育費補正予算（第９回）に係る意見聴取について 

議案第３号 令和２年度教育費当初予算に係る意見聴取について 

議案第４号 白井市優良児童・生徒表彰の推薦について 

報告第１号 白井市教育支援委員会の結果及び就学について 

報告第２号 準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

8 

第３回定例会 

３月４日 

 

協議第１号 白井市プラネタリウム館自主事業観覧料の一部改定について 

報告第１号 新型コロナウイルス感染症にかかるイベント等への対応について 

報告第２号 要保護・準要保護児童・生徒の認定に係る報告について 

3 

第 1 回臨時会 

３月 19 日 

議案第１号 平成３１年度教育費補正予算（第 10 回）に係る意見聴取について 

議案第２号 白井市指定文化財の指定について 

協議第１号 白井市教育資金利子補給金制度の廃止について 

報告第１号 平成３１年度末及び令和２年度白井市小中学校職員人事異動について 

2 



28 
 

（参考資料） 

 
 

 

 

 

 

平成 3１年度事業 教育委員会点検及び評価資料 

（事務事業評価シート 重点戦略事業・分野別事業） 



N
o
.

事
業
コ
ー
ド

-
-

-

全
国
的
に
不
審
者
が
多
発
し
て
お
り
、
安
全
・
安
心
な
学
校
生
活
を
送
れ
る
た
め
の
様
々
な
配
慮
が
求
め
ら
れ
て

い
る
。

令
和
2
年
度
事
務
事
業
評
価
シ
ー
ト
（
分
野
別
事
業
・
一
般
事
務
事
業
用
）

評
価
対
象
年
度

Ｈ
3

1
年
度

１
　
基
本
情
報

５
　
指
標
の
推
移
（
C
h
e
c
k
①
）
単
位

①

交
通
安
全
教
室
の
開
催

回

指
標
の
方
向

事
業
名

学
校
安
全
対
策
事
業

コ
ー
ド

B
ー

1

交
通
安
全
教
室
の
開
催
回
数

4
1

区
分

H
2
9
年
度

H
3
0
年
度

H
3
1
年
度

R
2
年
度

指
標
の
説
明

1
0

5
.7

1
0

5
.7

1
1

7
.1

位
置
づ
け

B
学
校
・
教
育

１
学
校
教
育

実
績

3
7

3
7

種
別

活
動
指
標

目
標

3
5

3
5

3
5

3
5

ー
0

9
指
標
名

2
4

9
.9

2
9

6
.5

コ
ス
ト
効
率

横
ば
い

予
算
科
目

会
計

一
般

款
9

項

教
育
支
援
課

課
等
長

和
地
　
滋
巳

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

4
5

2
.5

2
8

8
.8

事
業
期
間

平
成
１
８
年
度

～
令
和
２
年
度

担
当

教
育
部

達
成
率

6
0

防
犯
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
登
録
者
数

根
拠
法
令

事
業
区
分

■
市
単
独
事
業

□
補
助
事
業

実
績

防
犯
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
登
録
者
数

人
目
標

6
0

6
0

6
0

6
4

7
1

7
9

1
目

3
事
業

学
校
安
全
対
策
事
業

２
　
事
業
概
要
（
P
la
n
）

種
別

成
果
指
標

指
標
の
方
向

達
成
率

1
0

6
.7

1
1

8
.3

1
3

1
.7

②

目
的

対
象
（
誰
・
何
を
）

意
図
（
ど
う
い
う
状
態
に
し
た
い
か
）

６
　
事
業
の
評
価
（
C
h
e
c
k
②
）
　

各
小
中
学
校
児
童
・
生
徒

安
心
し
て
学
校
生
活
が
送
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

項
目

評
価

事
業
実
施

の
背
景

近
年
、
子
ど
も
が
犯
罪
に
巻
き
込
ま
れ
る
悲
惨
な
事
件
が
後
を
絶
た
な
い
な
ど
、
児
童
・
生
徒
を
取
り
巻
く
環
境
が
変
化
す
る
中
、
安
心
し
て
学
校
生
活
が
送
れ
る
よ
う

防
犯
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
に
よ
る
見
守
り
、
巡
回
な
ど
学
校
防
犯
事
業
を
平
成
１
７
年
度
の
途
中
か
ら
実
施
し
た
た
め
平
成
１
８
年
度
か
ら
の
新
規
事
業
と
し
た
。

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

2
6

1
.6

1
5

0
.5

1
2

9
.7

1
7

3
.0

評
価
の
理
由
・
課
題

必 要 性

市
が
関
与
す
る
必
要
性
は
薄
れ
て
い
な
い
か

〇
交
通
安
全
教
室
や
安
心
教
室
、
登
下
校
の
見
守

り
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
交
通
事
故
や
防
犯
の

未
然
防
止
に
つ
な
が
る
。

事
業
を
実
施
し
な
い
と
市
民
や
地
域
社
会
に
不
利
益
が
生
じ
る
か

〇

コ
ス
ト
効
率

横
ば
い

そ
の
他

対
象
者
の
減
少
な
ど
事
業
の
実
施
意
義
は
薄
れ
て
い
な
い
か

〇
交
通
安
全
教
室
の
実
施
、
安
全
啓
発
物
資
の
配
布
、
学
校
環
境
検
査
の
実
施
、
防
犯
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
支
援
、
登
下

校
安
全
（
見
守
り
・
引
率
）
対
象
事
業
の
実
施

対
象
や
意
図
を
限
定
又
は
拡
充
す
る
必
要
は
な
い
か

〇

有 効 性

指
標
目
標
を
達
成
し
た
か
、
意
図
の
実
現
に
近
づ
い
て
い
る
か

〇 〇
業
務
の
見
直
し

全
国
的
に
不
審
者
が
多
発
し
て
お
り
、
ニ
ー
ズ

は
増
加
傾
向
に
あ
る
。
あ
ん
し
ん
教
室
や
啓
発

活
動
を
行
う
こ
と
で
、
児
童
生
徒
は
不
審
者
に

対
し
て
適
切
に
対
応
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
き

て
い
る
。

３
　
取
組
状
況
（
D
o
①
）

手
段
は
適
切
か
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
は
適
切
か

〇

Ｈ
３
１
年

度
取
組
状
況

・
市
内
小
中
学
校
１
４
校
に
お
い
て
、
交
通
安
全
教
室
を
実
施
し
た
。
ま
た
、
市
内
小
学
校
９
校
に
お
い
て
、
安
心
教
室
を
実
施
し
た
。

・
通
学
路
に
お
け
る
危
険
個
所
の
改
善
を
図
る
た
め
に
、
合
同
点
検
(教

育
委
員
会
・
学
校
・
P
T
A
・
警
察
・
道
路
管
理
者
・
市
民
活
動
支
援
課
）
を
実
施
し
た
。

・
登
下
校
の
見
守
り
を
行
う
防
犯
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
保
険
代
を
負
担
し
た
。

・
学
期
始
め
や
学
期
末
、
不
審
者
が
出
没
し
た
際
等
を
中
心
に
青
パ
ト
に
よ
る
巡
回
を
実
施
し
た
。

・
七
次
台
小
学
校
に
お
け
る
登
下
校
引
率
業
務
を
委
託
し
、
児
童
が
安
全
に
登
下
校
で
き
る
よ
う
配
慮
し
た
。

国
・
県
・
民
間
に
類
似
の
事
業
・
サ
ー
ビ
ス
は
な
い
か

〇

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合
の
余
地
は
な
い
か

〇

手
段

一
部
委
託

補
助
金
等

協
働

直
営

全
部
委
託

変
化
な
し

減
少
傾
向

平
成
３
０
年
度
よ
り
引
率
区
間
の
短
縮
や
引
率
指
導
員
の
人
数
の
減
等
、
委
託

業
務
内
容
の
見
直
し
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
委
託
料
は
減
額
と
な
っ
た
。

受
益
者
負
担
に
つ
い
て
見
直
す
余
地
は
な
い
か

〇

実
施
体
制
（
事
務
分
担
な
ど
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

〇

４
　
コ
ス
ト
（
D
o
②
）

（
千
円
）

市
民
・
対
象

者
ニ
ー
ズ
の

状
況
・
内
容

増
加
傾
向

効 率 性

業
務
プ
ロ
セ
ス
（
進
め
方
・
手
続
き
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

〇
民
間
の
企
業
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
方
と
連
携
し

な
が
ら
効
率
的
に
実
施
で
き
て
い
る
。

改
善
策

取
組
状
況

前
年
度
以
前
評
価
で
の
改
善
項
目

改
善
状
況
（
前
年
度
評
価
に
基
づ
か
な
い
改
善
事
項
等
も
含
む
）

民
間
委
託
や
市
民
団
体
等
と
の
協
働
の
余
地
は
な
い
か

R
2
年
度
予
算

事
業
費
計

Ａ
1

0
,2

3
7

1
2

,5
3

2
9

,5
8

8
3

,5
0

6
3

,2
1

2
3

,3
4

3

区
分

H
2
7
年
度
決
算

H
2
8
年
度
決
算

H
2
9
年
度
決
算

H
3
0
年
度
決
算

H
3
1
年
度
決
算

７
　
今
後
の
方
向
性
（
A
c
ti
o
n
）

受
益
者
負
担

Ｂ

国
県
支
出
金

終
了

（
　
　
年
度

）

目
的
（
対
象
・
意
図
）
の
再
設
定

（
実
施
時
期
：

休
廃
止

（
　
　
年
度

）
改
善
し
て
継
続

現
状
の
ま
ま
継
続

民
間
委
託
を
導
入
・
拡
大

手
段
・
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
見
直
し

市
民
等
と
の
協
働
を
導
入
・
拡
大

年
月
）

地
方
債

事
業
の

方
向
性

そ
の
他

年
他
事
業
と
の
連
携
・
統
合

（
実
施
時
期
：

（
実
施
時
期
：

年
月
）

年
月
）

一
般
財
源

1
0

,2
3

7
1

2
,5

3
2

9
,5

8
8

3
,5

0
6

月
）

人
件
費
計

Ｃ
7

,1
4

8
7

,2
9

9
7

,1
5

4
7

,1
7

9
7

,0
3

5
7

,0
3

5

3
,2

1
2

3
,3

4
3

財 源 内 訳

月
）

（
実
施
時
期
：

年
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
善

（
実
施
時
期
：

月
）

（
実
施
時
期
：

人
数

0
.9

0
0

.9
0

0
.9

0
（
実
施
時
期
：

年

7
,2

9
9

7
,1

5
4

7
,1

7
9

0
.9

0
0

.9
0

0
.9

0
受
益
者
負
担
の
見
直
し

7
,0

3
5

正
職
員

年
月
）

そ
の
他

（
実
施
時
期
：

年
臨
時
・
再
任
用
職
員
の
活
用

（
実
施
時
期
：

月
）

年
月
）

人
件
費

7
,1

4
8

1
6

,7
4

2
1

0
,6

8
5

1
0

,2
4

7
1

0
,3

7
8

改
善
内
容

人
件
費

総
コ
ス
ト
Ｄ
＝
Ａ
+
Ｃ

内 訳
臨
時

職
員

人
数

7
,0

3
5

改
善
に
よ
り
期

待
さ
れ
る
効
果

市
民
１
人
コ
ス
ト
Ｄ
/人

口
（
円
）

2
7

5
.1

8
3

1
2

.7
7

2
6

2
.4

6
1

6
7

.6
8

1
6

1
.8

2

受
益
者
負
担
率
Ｂ
/Ｄ

（
％
）

1
7

,3
8

5
1

9
,8

3
1



N
o
.

事
業
コ
ー
ド

-
-

-

改
善
に
よ
り
期

待
さ
れ
る
効
果

受
益
者
負
担
率
Ｂ
/Ｄ

（
％
）

3
,1

8
2

3
,2

4
9

3
,1

8
5

3
,1

9
6

3
,1

3
3

総
コ
ス
ト
Ｄ
＝
Ａ
+
Ｃ

市
民
１
人
コ
ス
ト
Ｄ
/人

口
（
円
）

5
0

.3
6

5
1

.2
4

4
9

.9
2

5
0

.1
5

4
9

.4
7

3
,1

7
7

3
,2

4
4

3
,1

8
0

3
,1

3
2

改
善
内
容

人
件
費

そ
の
他

（
実
施
時
期
：

年
3

,1
2

7
臨
時
・
再
任
用
職
員
の
活
用

（
実
施
時
期
：

月
）

年
月
）

年
月
）

（
実
施
時
期
：

人
数

0
.4

0
0

.4
0

0
.4

0
（
実
施
時
期
：

3
,1

2
7

3
,1

2
7

市
民
等
と
の
協
働
を
導
入
・
拡
大

0
.4

0
0

.4
0

0
.4

0
受
益
者
負
担
の
見
直
し

財 源 内 訳

月
）

（
実
施
時
期
：

年 年

月
）

人
件
費
計

Ｃ
3

,1
7

7
3

,2
4

4
3

,1
8

0
3

,1
9

1

正
職
員

人
件
費

内 訳
臨
時

職
員

人
数

月
）

一
般
財
源

5
5

5
5

6
5

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合

民
間
委
託
を
導
入
・
拡
大

手
段
・
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
見
直
し

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
善

（
実
施
時
期
：

月
）

年
月
）

年
（
実
施
時
期
：

（
実
施
時
期
：

年

事
業
の

方
向
性

そ
の
他

受
益
者
負
担

Ｂ

地
方
債

3
,1

9
1

3
,1

2
7

（
　
　
年
度

休
廃
止

（
　
　
年
度

）
年

月
）

5

区
分

）

目
的
（
対
象
・
意
図
）
の
再
設
定

（
実
施
時
期
：

国
県
支
出
金

改
善
し
て
継
続

現
状
の
ま
ま
継
続

７
　
今
後
の
方
向
性
（
A
c
ti
o
n
）

終
了

生
活
習
慣
の
乱
れ
や
食
に
関
心
を
持
た
な
い
人
や
家
庭
が
増
え
て
い
る
傾
向
に
あ
る
。
子
ど
も
の
頃
か
ら
の
健
康

的
な
食
習
慣
を
知
る
事
や
習
慣
付
け
る
こ
と
が
将
来
の
健
康
を
左
右
す
る
た
め
、
今
後
さ
ら
に
食
育
の
ニ
ー
ズ
は

高
ま
る
と
考
え
る
。

受
益
者
負
担
に
つ
い
て
見
直
す
余
地
は
な
い
か

○

実
施
体
制
（
事
務
分
担
な
ど
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

○

H
2
7
年
度
決
算

H
2
8
年
度
決
算

H
2
9
年
度
決
算

H
3
0
年
度
決
算

H
3
1
年
度
決
算

４
　
コ
ス
ト
（
D
o
②
）

（
千
円
）

市
民
・
対
象

者
ニ
ー
ズ
の

状
況
・
内
容

R
2
年
度
予
算

事
業
費
計

Ａ
5

5
5

5
6

増
加
傾
向

効 率 性

業
務
プ
ロ
セ
ス
（
進
め
方
・
手
続
き
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

○
指
導
後
が
給
食
時
間
に
な
る
た
め
、
実
践
に
結

び
つ
き
や
す
い
。

改
善
策

取
組
状
況

前
年
度
以
前
評
価
で
の
改
善
項
目

改
善
状
況
（
前
年
度
評
価
に
基
づ
か
な
い
改
善
事
項
等
も
含
む
）

民
間
委
託
や
市
民
団
体
等
と
の
協
働
の
余
地
は
な
い
か

○

変
化
な
し

減
少
傾
向

児
童
生
徒
の
食
育
を
す
す
め
る
上
で
、
家
庭
や

学
校
等
の
連
携
が
必
要
で
あ
る
。
あ
ら
ゆ
る
場

面
で
の
声
掛
け
や
教
育
が
必
要
で
あ
り
、
繰
り

返
す
事
で
食
育
の
有
効
性
を
高
め
ら
れ
る
。

３
　
取
組
状
況
（
D
o
①
）

手
段
は
適
切
か
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
は
適
切
か

○

Ｈ
3
1
年
度

取
組
状
況

小
学
校
全
ク
ラ
ス
に
お
い
て
給
食
を
通
じ
た
栄
養
指
導
を
実
施
し
た
。
ま
た
、
中
学
校
へ
も
生
活
習
慣
病
予
防
の
働

き
か
け
を
し
た
。

国
・
県
・
民
間
に
類
似
の
事
業
・
サ
ー
ビ
ス
は
な
い
か

○

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合
の
余
地
は
な
い
か

○

手
段

一
部
委
託

補
助
金
等

協
働

直
営

事
業
を
実
施
し
な
い
と
市
民
や
地
域
社
会
に
不
利
益
が
生
じ
る
か

○
全
部
委
託

事
業
実
施

の
背
景

目
的

野
菜
や
き
の
こ
類
を
苦
手
と
す
る
児
童
生
徒
が
多
く
偏
食
傾
向
が
あ
る
。

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）達
成
率

○

1
事
業

小
中
学
生
の
栄
養
指
導
事
業

対
象
（
誰
・
何
を
）

白
井
市
立
小
中
学
校
に
在
籍
す
る
児
童
生

徒

5
目

1
6

.2
向
上

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

２
　
事
業
概
要
（
P
la
n
）

種
別

指
標
の
方
向

そ
の
他

対
象
者
の
減
少
な
ど
事
業
の
実
施
意
義
は
薄
れ
て
い
な
い
か

○
各
学
校
へ
出
向
き
給
食
の
献
立
を
基
に
栄
養
バ
ラ
ン
ス
よ
く
食
べ
る
こ
と
の
大
切
さ
を
児
童
生
徒
に
伝
え
る
。

対
象
や
意
図
を
限
定
又
は
拡
充
す
る
必
要
は
な
い
か

○

有 効 性

指
標
目
標
を
達
成
し
た
か
、
意
図
の
実
現
に
近
づ
い
て
い
る
か

評
価
の
理
由
・
課
題

必 要 性

市
が
関
与
す
る
必
要
性
は
薄
れ
て
い
な
い
か

評
価

目
標

②

意
図
（
ど
う
い
う
状
態
に
し
た
い
か
）

６
　
事
業
の
評
価
（
C
h
e
c
k
②
）
　

健
康
的
な
食
事
を
知
り
、
子
ど
も
の
頃
か
ら
健
康
的
な
食
習
慣
を
身
に

つ
け
る
。

項
目

コ
ス
ト
効
率

○
市
の
健
康
施
策
と
し
て
の
し
ろ
い
健
康
プ
ラ
ン

の
中
に
食
育
推
進
計
画
に
基
づ
い
て
事
業
を
行

な
っ
て
い
る
。

2
5

.1
コ
ス
ト
効
率

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

2
4

.5
2

4
.2

根
拠
法
令

事
業
区
分

■
市
単
独
事
業

□
補
助
事
業

実
績

予
算
科
目

会
計

一
般

款
9

項

教
育
部

位
置
づ
け

Ｂ
　
学
習
・
教
育

１
　
学
校
教
育

実
績

1
3

0

事
業
期
間

平
成
２
３
年
度

～
令
和
2
年
度

担
当

種
別

課
等
長

和
地
　
慈
巳

達
成
率

指
標
名

R
2
年
度

指
導
し
た
学
級
数

1
9

3

区
分

H
2
9
年
度

1
3

2
1

3
5

1
2

5

指
標
の
説
明

1
0

0
.0

1
0

0
.0

1
4

3
.0

H
3
1
年
度

1
3

2

H
3
0
年
度

年
度

１
　
基
本
情
報

５
　
指
標
の
推
移
（
C
h
e
c
k
①
）
単
位

①

栄
養
指
導
の
実
施
学
級
数

回

指
標
の
方
向

事
業
名

小
中
学
生
の
栄
養
指
導
事
業

-
1

令
和
2
年
度
事
務
事
業
評
価
シ
ー
ト
（
分
野
別
事
業
・
一
般
事
務
事
業
用
）

評
価
対
象
年
度

Ｈ
3

1

コ
ー
ド

B
-

1

活
動
指
標

目
標

1
3

0

1



N
o
.

事
業
コ
ー
ド

-
-

-

年
度

１
　
基
本
情
報

５
　
指
標
の
推
移
（
C
h
e
c
k
①
）
単
位

①

講
座
開
催
回
数

回

指
標
の
方
向

事
業
名

家
庭
教
育
事
業

-
0

令
和
２
年
度
事
務
事
業
評
価
シ
ー
ト
（
分
野
別
事
業
・
一
般
事
務
事
業
用
）

評
価
対
象
年
度

Ｈ
3

1

コ
ー
ド

B
-

2

活
動
指
標

目
標

1
5

5
指
標
名

R
2
年
度

市
が
実
施
し
た
家
庭
教
育
講
座
の

回
数

1
6

区
分

H
2
9
年
度

1
5

1
5

1
5

指
標
の
説
明

6
0

.0
9

3
.3

1
0

6
.7

H
3
1
年
度

1
4

H
3
0
年
度

位
置
づ
け

Ｂ
　
学
習
・
教
育

２
　
生
涯
学
習

実
績

9

事
業
期
間

昭
和
５
７
年
度

～
終
了
未
定

担
当

種
別

課
等
長

石
戸
　
啓
夫

達
成
率

2
0

7
.9

コ
ス
ト
効
率

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

1
9

2
.6

1
8

7
.2

6
0

0
6

0
0

根
拠
法
令

事
業
区
分

■
市
単
独
事
業

□
補
助
事
業

実
績

講
座
参
加
者
数

予
算
科
目

会
計

一
般

款
9

項

教
育
部

6
0

0

家
庭
教
育
の
重
要
性
を
伝
え
る
こ
と
で
、
家
庭
教
育
に
関
す
る
意
識
を

高
め
る
。

項
目

コ
ス
ト
効
率

低
下

○
多
く
の
保
護
者
へ
重
要
性
を
伝
え
る
こ
と
が
で

き
た
。
ま
た
、
必
要
と
し
て
い
る
保
護
者
へ
講

座
を
通
し
て
家
庭
教
育
支
援
を
行
う
こ
と
が
で

き
た
。

6
1

9
7

9
9

7
4

3
講
座
へ
の
参
加
者
数

向
上

生
涯
学
習
課

２
　
事
業
概
要
（
P
la
n
）

種
別

成
果
指
標

指
標
の
方
向

そ
の
他

対
象
者
の
減
少
な
ど
事
業
の
実
施
意
義
は
薄
れ
て
い
な
い
か

○
家
庭
教
育
学
級
や
子
育
て
サ
ロ
ン
、
家
庭
教
育
情
報
の
提
供
に
よ
り
家
庭
教
育
の
重
要
性
を
伝
え
る
。

対
象
や
意
図
を
限
定
又
は
拡
充
す
る
必
要
は
な
い
か

○

有 効 性

指
標
目
標
を
達
成
し
た
か
、
意
図
の
実
現
に
近
づ
い
て
い
る
か3

.3
3

.6
5

.2

評
価
の
理
由
・
課
題

必 要 性

市
が
関
与
す
る
必
要
性
は
薄
れ
て
い
な
い
か

評
価

事
業
実
施

の
背
景

目
的

社
会
情
勢
等
の
変
化
に
伴
い
、
子
育
て
に
不
安
や
悩
み
を
抱
え
る
親
が
増
加
し
て
き
た
こ
と
か
ら
、
昭
和
5
7
年
度

に
公
民
館
で
家
庭
教
育
学
級
が
開
設
さ
れ
、
本
事
業
を
開
始
し
た
。

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

2
.8

達
成
率

1
0

3
.2

○

1
事
業

家
庭
教
育
事
業

対
象
（
誰
・
何
を
）

市
民

4
目

1
6

8
.3

人
目
標

6
0

0

1
3

3
.2

1
2

3
.8

②

意
図
（
ど
う
い
う
状
態
に
し
た
い
か
）

６
　
事
業
の
評
価
（
C
h
e
c
k
②
）
　

幅
広
い
保
護
者
が
集
ま
る
機
会
を
有
効
に
活
用

し
講
座
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
少
し
で
も
重
要

性
を
伝
え
る
こ
と
が
で
き
た
。

３
　
取
組
状
況
（
D
o
①
）

手
段
は
適
切
か
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
は
適
切
か

○

Ｈ
3
1
年
度

取
組
状
況

就
学
前
健
診
時
に
お
け
る
家
庭
教
育
講
座
の
実
施

市
内
在
住
の
中
学
生
ま
で
の
保
護
者
を
対
象
と
し
た
定
期
的
な
家
庭
教
育
講
座
の
実
施

家
庭
教
育
通
信
の
発
行

指
定
管
理
者
に
よ
る
各
セ
ン
タ
ー
で
の
子
育
て
講
座
の
実
施

国
・
県
・
民
間
に
類
似
の
事
業
・
サ
ー
ビ
ス
は
な
い
か

○

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合
の
余
地
は
な
い
か

○

手
段

一
部
委
託

補
助
金
等

協
働

直
営

事
業
を
実
施
し
な
い
と
市
民
や
地
域
社
会
に
不
利
益
が
生
じ
る
か

○
全
部
委
託

増
加
傾
向

効 率 性

業
務
プ
ロ
セ
ス
（
進
め
方
・
手
続
き
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

―
多
く
の
保
護
者
に
家
庭
教
育
の
重
要
性
を
伝
え

る
た
め
に
は
、
教
育
現
場
の
協
力
が
必
要
で
あ

る
た
め
、
元
教
員
を
社
会
教
育
指
導
員
と
し
て

採
用
し
、
学
校
や
保
育
園
、
幼
稚
園
な
ど
に
も

出
向
く
よ
う
に
す
る
。

改
善
策

取
組
状
況

前
年
度
以
前
評
価
で
の
改
善
項
目

改
善
状
況
（
前
年
度
評
価
に
基
づ
か
な
い
改
善
事
項
等
も
含
む
）

民
間
委
託
や
市
民
団
体
等
と
の
協
働
の
余
地
は
な
い
か

○

変
化
な
し

減
少
傾
向

社
会
教
育
指
導
員
に
よ
り
家
庭
教

育
講
座
の
開
催
に
つ
い
て
検
討
し

て
も
ら
う
。

保
護
者
が
子
育
て
に
悩
み
、
ひ
と
り
で
抱
え
て
し
ま
う
状
況
で
あ
る
。

社
会
教
育
指
導
員
主
導
の
も
と
家
庭
教
育
講
座
の
実
施
や
、
家
庭
教
育
通
信
の

発
行
を
行
っ
た
。

受
益
者
負
担
に
つ
い
て
見
直
す
余
地
は
な
い
か

○

実
施
体
制
（
事
務
分
担
な
ど
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

―

H
2
7
年
度
決
算

H
2
8
年
度
決
算

H
2
9
年
度
決
算

H
3
0
年
度
決
算

H
3
1
年
度
決
算

４
　
コ
ス
ト
（
D
o
②
）

（
千
円
）

市
民
・
対
象

者
ニ
ー
ズ
の

状
況
・
内
容

R
2
年
度
予
算

事
業
費
計

Ａ
3

2
2

2
1

4
1

4
4

2
3

3
2

5
0

3
3

8

区
分

）

目
的
（
対
象
・
意
図
）
の
再
設
定

（
実
施
時
期
：

国
県
支
出
金

改
善
し
て
継
続

現
状
の
ま
ま
継
続

７
　
今
後
の
方
向
性
（
A
c
ti
o
n
）

終
了

（
　
　
年
度

R
2

休
廃
止

（
　
　
年
度

）
年

4
月
）

事
業
の

方
向
性

そ
の
他

受
益
者
負
担

Ｂ

地
方
債

一
般
財
源

3
2

2
2

1
4

1
4

4
2

3
3

2
5

0
3

3
8

年
月
）

年
（
実
施
時
期
：

（
実
施
時
期
：

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合

月
）

（
実
施
時
期
：

年
月
）

財 源 内 訳

月
）

（
実
施
時
期
：

年 年

月
）

人
件
費
計

Ｃ
1

,5
8

8
1

,6
2

2
1

,5
9

0

手
段
・
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
見
直
し

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
善

（
実
施
時
期
：

正
職
員

臨
時

職
員

1
,5

9
0

1
,5

9
5

0
.2

0
0

.2
0

0
.2

0
受
益
者
負
担
の
見
直
し

1
,5

6
3

そ
の
他

人
件
費

人
数

1
,5

8
8

1
,6

2
2

2
,3

8
7

内 訳

1
,5

6
3

臨
時
・
再
任
用
職
員
の
活
用

（
実
施
時
期
：

人
件
費

年
月
）

年
月
）

（
実
施
時
期
：

人
数

0
.2

0
0

.2
0

0
.2

0
（
実
施
時
期
：

2
,4

4
3

2
,7

8
0

市
民
等
と
の
協
働
を
導
入
・
拡
大

民
間
委
託
を
導
入
・
拡
大

受
益
者
負
担
率
Ｂ
/Ｄ

（
％
）

1
,9

1
0

1
,8

3
6

1
,7

3
4

2
,6

2
0

2
,6

9
3

総
コ
ス
ト
Ｄ
＝
Ａ
+
Ｃ

市
民
１
人
コ
ス
ト
Ｄ
/人

口
（
円
）

3
0

.2
4

2
8

.9
6

2
7

.1
8

4
1

.1
2

4
2

.5
3

改
善
に
よ
り
期

待
さ
れ
る
効
果

今
ま
で
募
集
し
講
座
に
参
加
す
る
保
護
者
だ
け
を
対
象
と
し
て
い
る
こ
と
が
多
か
っ
た
が
、
不
特
定
多
数
が
集
ま

る
機
会
を
利
用
す
る
こ
と
で
、
家
庭
教
育
の
重
要
性
を
伝
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

3
,1

1
8

改
善
内
容

学
校
や
保
育
園
、
幼
稚
園
等
の
教
育
現
場
や
各
セ
ン
タ
ー
と
協
力
し
、
保
護
者
の
集
ま
る
機
会
を
利
用
し
て
講
座

を
実
施
す
る
。

7
9

2
8

8
0

1
,2

1
7

0
.5

0
0

.5
0

0
.5

0
月
）

年



N
o
.

事
業
コ
ー
ド

-
-

-

3
,0

9
7

3
,0

6
6

改
善
に
よ
り
期

待
さ
れ
る
効
果

市
民
１
人
コ
ス
ト
Ｄ
/人

口
（
円
）

4
9

.0
1

4
8

.3
5

5
6

.0
1

5
3

.8
4

8
2

.3
6

受
益
者
負
担
率
Ｂ
/Ｄ

（
％
）

内 訳
臨
時

職
員

人
数

改
善
内
容

人
件
費

総
コ
ス
ト
Ｄ
＝
Ａ
+
Ｃ

人
件
費

1
,9

8
6

3
,5

7
3

3
,4

3
1

5
,2

1
5

5
,7

8
1

4
,6

9
0

月
）

年
月
）

年
臨
時
・
再
任
用
職
員
の
活
用

（
実
施
時
期
：

4
,6

9
0

正
職
員

年
月
）

そ
の
他

（
実
施
時
期
：

年

2
,0

2
8

2
,3

8
5

2
,3

9
3

0
.3

0
0

.6
0

0
.6

0
受
益
者
負
担
の
見
直
し

（
実
施
時
期
：

人
数

0
.2

5
0

.2
5

0
.3

0

年

（
実
施
時
期
：

1
,0

9
1

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合

4
,6

9
0

5
2

5

財 源 内 訳

月
）

（
実
施
時
期
：

年
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
善

（
実
施
時
期
：

月
）

人
件
費
計

Ｃ
1

,9
8

6
2

,0
2

8
2

,3
8

5
2

,3
9

3
4

,6
9

0

終
了

（
　
　
年
度

1
,0

3
8

1
,1

8
8

そ
の
他

一
般
財
源

1
,1

1
1

市
民
等
と
の
協
働
を
導
入
・
拡
大

年

民
間
委
託
を
導
入
・
拡
大

目
的
（
対
象
・
意
図
）
の
再
設
定

（
実
施
時
期
：

（
実
施
時
期
：

手
段
・
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
見
直
し

事
業
の

方
向
性

1
,0

3
8

７
　
今
後
の
方
向
性
（
A
c
ti
o
n
）

月
）

）
現
状
の
ま
ま
継
続

月
）

月
）

年
月
）

年

受
益
者
負
担

Ｂ

国
県
支
出
金

地
方
債

改
善
し
て
継
続

休
廃
止

（
　
　
年
度

）

（
実
施
時
期
：

R
2
年
度
予
算

事
業
費
計

Ａ
1

,1
1

1
1

,0
3

8
1

,1
8

8
1

,0
3

8
5

2
5

1
,0

9
1

区
分

H
2
7
年
度
決
算

H
2
8
年
度
決
算

H
2
9
年
度
決
算

H
3
0
年
度
決
算

H
3
1
年
度
決
算

平
成
3
1
年
度
は
減
少
し
て
い
る
が
、
過
去
1
0
年
で
見
た
場
合
に
は
、
遺
跡
の
発
掘
調
査
件
数
は
増
加
傾
向
に
あ
る
。
一
方
、
発
掘
調
査
費
用
は
開
発
事
業

者
に
と
っ
て
大
き
な
負
担
で
あ
る
。
文
化
財
保
護
法
で
は
発
掘
調
査
に
つ
い
て
事
業
者
に
対
し
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
、
事
業
者
の
状
況
に
合

わ
せ
て
負
担
を
求
め
て
い
る
が
、
発
掘
調
査
の
主
体
は
地
方
公
共
団
体
で
あ
り
、
市
と
し
て
一
定
の
負
担
と
支
援
が
必
要
で
あ
る
。

４
　
コ
ス
ト
（
D
o
②
）

（
千
円
）

○

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合
の
余
地
は
な
い
か

必 要 性

市
が
関
与
す
る
必
要
性
は
薄
れ
て
い
な
い
か

○ ○

県
で
同
様
の
業
務
を
行
っ
て
い
る
が
、
主
な
対

象
は
国
県
事
業
に
対
す
る
も
の
で
あ
り
、
市
内

の
埋
蔵
文
化
財
に
つ
い
て
は
そ
の
実
情
を
把
握

す
る
市
で
行
う
の
が
最
も
有
効
性
が
高
い
。

手
段
は
適
切
か
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
は
適
切
か

○

国
・
県
・
民
間
に
類
似
の
事
業
・
サ
ー
ビ
ス
は
な
い
か

―

業
務
プ
ロ
セ
ス
（
進
め
方
・
手
続
き
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

変
化
な
し

市
民
・
対
象

者
ニ
ー
ズ
の

状
況
・
内
容

増
加
傾
向

効 率 性

民
間
委
託
や
市
民
団
体
等
と
の
協
働
の
余
地
は
な
い
か

減
少
傾
向

手
段

一
部
委
託

補
助
金
等

直
営

改
善
策

取
組
状
況

前
年
度
以
前
評
価
で
の
改
善
項
目

改
善
状
況
（
前
年
度
評
価
に
基
づ
か
な
い
改
善
事
項
等
も
含
む
）

３
　
取
組
状
況
（
D
o
①
）

Ｈ
3
1
年
度

取
組
状
況

・
埋
蔵
文
化
財
包
蔵
地
の
試
掘
、
確
認
調
査
の
実
施

・
出
土
品
の
整
理

・
埋
蔵
文
化
財
調
査
集
報
の
刊
行

全
部
委
託

○

受
益
者
負
担
に
つ
い
て
見
直
す
余
地
は
な
い
か

○

実
施
体
制
（
事
務
分
担
な
ど
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

○○

工
事
内
容
に
応
じ
て
埋
蔵
文
化
財
へ
の
対
処
方

法
を
変
え
、
受
益
者
負
担
も
状
況
に
応
じ
て
求

め
て
お
り
、
効
率
的
に
実
施
し
て
い
る
。

事
業
実
施

の
背
景

昭
和
2
5
（
1
9
5
0
）
年
の
文
化
財
保
護
法
施
行
に
よ
り
周
知
の
埋
蔵
文
化
財
包
蔵
地
内
で
は
、
工
事
着
手
前
に
埋
蔵
文
化
財
の
調
査
が
必
要
と
な
り
、
市

で
も
埋
蔵
文
化
財
包
蔵
地
を
把
握
し
、
開
発
行
為
と
の
調
整
や
発
掘
調
査
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た
。

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

2
2

3
.3

1
8

0
.6

6
5

1
.9

1
,1

5
6

.2

目
的

対
象
（
誰
・
何
を
）

意
図
（
ど
う
い
う
状
態
に
し
た
い
か
）

６
　
事
業
の
評
価
（
C
h
e
c
k
②
）
　

文
化
財
を
未
来
へ
の
遺
産
と
し
て
伝
え
る
た
め
、
周
知
の
埋

蔵
文
化
財
包
蔵
地
に
つ
い
て
試
掘
・
確
認
調
査
・
本
調
査
を

行
い
、
埋
蔵
文
化
財
の
記
録
保
存
を
行
う
た
め
。
ま
た
、
併

せ
て
指
定
文
化
財
等
の
記
録
化
を
行
う
た
め
。

文
化
財
を
未
来
へ
の
遺
産
と
し
て
伝
え
る
。

項
目

評
価

評
価
の
理
由
・
課
題

7
6

.2

事
業
区
分

■
市
単
独
事
業

□
補
助
事
業

実
績

開
発
に
伴
う
埋
蔵
文
化
財
の
調
査
は
文
化
財
保

護
法
に
基
づ
く
業
務
で
あ
り
、
市
で
実
施
す
る

こ
と
が
必
要
な
業
務
で
あ
る
。

事
業
を
実
施
し
な
い
と
市
民
や
地
域
社
会
に
不
利
益
が
生
じ
る
か

○

コ
ス
ト
効
率

低
下

協
働

そ
の
他

対
象
者
の
減
少
な
ど
事
業
の
実
施
意
義
は
薄
れ
て
い
な
い
か

○
畑
地
等
で
の
地
表
面
観
察
及
び
一
部
範
囲
確
認
の
た
め
の
試
掘
調
査
。
ま
た
、
並
行
し
て
通
常
の
業
務
と
し
て
実
施

し
て
い
る
埋
蔵
文
化
財
の
確
認
に
係
わ
る
現
地
踏
査
・
表
面
採
集
・
試
掘
・
測
量
調
査
・
確
認
調
査
・
発
掘
調
査
・

整
理
研
究
に
よ
る
成
果
の
調
査
研
究
。
文
献
収
集
。
指
定
文
化
財
等
の
記
録
の
整
備
。

対
象
や
意
図
を
限
定
又
は
拡
充
す
る
必
要
は
な
い
か

○

有 効 性

指
標
目
標
を
達
成
し
た
か
、
意
図
の
実
現
に
近
づ
い
て
い
る
か

２
　
事
業
概
要
（
P
la
n
）

種
別

活
動
指
標

指
標
の
方
向

遺
跡
調
査
数

件
目
標

5
5

5

1
6

1
9

8

5

達
成
率

3
2

0
.0

3
8

0
.0

1
6

0
.0

②

4
目

1
1

9
2

.7
コ
ス
ト
効
率

低
下

予
算
科
目

会
計

一
般

款
9

項

事
業
期
間

昭
和
２
５
年
度

～
終
了
未
定

担
当

教
育
部

達
成
率

1
6

8
.2

位
置
づ
け

実
績

4
6

4
5

試
掘
数
＋
確
認
本
調
査
数
＋
工
事

立
会
数

（
目
標
値
は
過
去
の
実
績
に
基
づ

く
）

根
拠
法
令

種
別

活
動
指
標

目
標

3
0

生
涯
学
習
課

課
等
長

石
戸
　
啓
夫

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

1
5

3
.3

Ｂ
　
学
習
・
教
育

3
　
文
化
・
芸
術

現
地
踏
査
実
施
数

件

指
標
の
方
向

事
業

埋
蔵
文
化
財
・
文
化
財
記
録
・
保
護
事
業

7
7

.7

3
0

3
0

3
0

-
0

4
指
標
名

1
5

0
.0

1
0

3
.3

年
度

１
　
基
本
情
報

５
　
指
標
の
推
移
（
C
h
e
c
k
①
）

事
業
名

埋
蔵
文
化
財
・
文
化
財
記
録
・
保
護
事
業

コ
ー
ド

Ｂ
-

令
和
2
年
度
事
務
事
業
評
価
シ
ー
ト
（
分
野
別
事
業
・
一
般
事
務
事
業
用
）

評
価
対
象
年
度

Ｈ
3

1

3

遺
跡
確
認
件
数
＋
独
自
踏
査
数

（
目
標
値
は
過
去
の
実
績
に
基
づ

く
）

3
1

区
分

H
2
9
年
度

H
3
0
年
度

H
3
1
年
度

R
2
年
度

指
標
の
説
明

単
位

①



N
o
.

事
業
コ
ー
ド

-
-

-

年
度

１
　
基
本
情
報

５
　
指
標
の
推
移
（
C
h
e
c
k
①
）

事
業
名

文
化
を
支
え
る
人
材
育
成
支
援
事
業

コ
ー
ド

Ｂ
-

令
和
2
年
度
事
務
事
業
評
価
シ
ー
ト
（
分
野
別
事
業
・
一
般
事
務
事
業
用
）
の
見
方

評
価
対
象
年
度

Ｈ
3

1

3

白
井
市
文
化
団
体
協
議
会
が
実
施

し
た
自
主
事
業
及
び
ア
ウ
ト
リ
ー

チ
の
実
施
回
数

3
6

区
分

H
2
9
年
度

H
3
0
年
度

H
3
1
年
度

R
2
年
度

指
標
の
説
明

単
位

①

自
主
事
業
・
ア
ウ
ト
リ
ー
チ

実
施
回
数

回

指
標
の
方
向

7
1

0
1

0

-
0

7
指
標
名

種
別

活
動
指
標

目
標

5

生
涯
学
習
課

課
等
長

石
戸
　
啓
夫

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

1
4

0
.0

3
5

7
.1

3
6

0
.0

Ｂ
　
学
習
・
教
育

３
　
文
化
・
芸
術

2
6

6
.7

コ
ス
ト
効
率

向
上

予
算
科
目

会
計

一
般

款
9

項

事
業
期
間

平
成
２
３
年
度

～
令
和
２
年
度

担
当

教
育
部

達
成
率

6
3

.0

位
置
づ
け

実
績

7
2

5

根
拠
法
令

文
化
芸
術
基
本
法

事
業
区
分

■
市
単
独
事
業

□
補
助
事
業

実
績

２
　
事
業
概
要
（
P
la
n
）

種
別

指
標
の
方
向

目
標

必 要 性

達
成
率

②

4
目

1
事
業

文
化
を
支
え
る
人
材
育
成
支
援
事
業

6
8

2
.1

1
7

9
.5

市
が
関
与
す
る
必
要
性
は
薄
れ
て
い
な
い
か

○
市
の
文
化
振
興
を
図
る
た
め
に
は
、
市
の
文

化
・
芸
術
を
支
え
る
組
織
と
し
て
設
立
さ
れ
た

白
井
市
文
化
団
体
協
議
会
と
連
携
・
協
働
・
支

援
を
進
め
る
こ
と
が
妥
当
で
あ
る
。

事
業
を
実
施
し
な
い
と
市
民
や
地
域
社
会
に
不
利
益
が
生
じ
る
か

○

コ
ス
ト
効
率

事
業
実
施

の
背
景

文
化
は
ま
ち
づ
く
り
の
土
台
で
あ
る
が
、
市
内
で
は
未
だ
余
暇
的
な
も
の
や
趣
味
的
な
も
の
と
し
て
捉
え
て
い
る
た

め
、
文
化
で
市
に
恩
恵
を
与
え
る
「
文
化
を
支
え
る
人
材
」
の
育
成
に
取
り
組
む
こ
と
と
な
っ
た
。

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

目
的

対
象
（
誰
・
何
を
）

意
図
（
ど
う
い
う
状
態
に
し
た
い
か
）

６
　
事
業
の
評
価
（
C
h
e
c
k
②
）
　

職
員
、
市
民
、
団
体

短
期
的
に
は
文
化
の
正
し
い
理
解
と
振
興
を
支
え
る
人
を
育
成
す
る
。

中
期
的
に
は
文
化
の
振
興
を
通
し
て
良
好
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
形
成
さ

れ
る
こ
と
。

項
目

評
価

評
価
の
理
由
・
課
題

協
働

直
営

○
短
期
目
標
「
文
化
を
支
え
る
基
礎

的
人
材
の
獲
得
」
達
成

白
井
市
文
化
団
体
協
議
会
が
行
な
う
活
動
へ
の

支
援
を
通
し
て
市
民
の
自
主
的
な
文
化
芸
術
活

動
創
造
と
発
展
に
よ
る
地
域
文
化
振
興
が
図
ら

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
有
効
性
は
高
い
。

３
　
取
組
状
況
（
D
o
①
）

手
段
は
適
切
か
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
は
適
切
か

○

Ｈ
3
1
年
度

取
組
状
況

白
井
市
文
化
団
体
協
議
会
活
動
へ
の
支
援
（
団
体
の
自
立
化
・
運
営
の
安
定
化
へ
の
支
援
・
補
助
金
交
付
）
。

国
・
県
・
民
間
に
類
似
の
事
業
・
サ
ー
ビ
ス
は
な
い
か

○

そ
の
他

対
象
者
の
減
少
な
ど
事
業
の
実
施
意
義
は
薄
れ
て
い
な
い
か

○
文
化
振
興
を
協
働
す
る
市
民
で
組
織
し
た
「
白
井
市
文
化
団
体
協
議
会
」
の
活
動
へ
の
支
援
（
人
材
育
成
・
団
体
の

自
立
化
・
運
営
の
安
定
化
へ
の
支
援
、
補
助
金
交
付
）

対
象
や
意
図
を
限
定
又
は
拡
充
す
る
必
要
は
な
い
か

○

有 効 性

指
標
目
標
を
達
成
し
た
か
、
意
図
の
実
現
に
近
づ
い
て
い
る
か

○

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合
の
余
地
は
な
い
か

白
井
市
文
化
団
体
協
議
会
の
活
動
が
活
発
化
す
る
こ
と
で
市
の
文
化
の
振
興
が
推
進
さ
れ
、
文
化
で
賑
わ
い
の
あ

る
ま
ち
づ
く
り
へ
と
繋
が
る
。

短
期
目
標
と
し
て
掲
げ
て
い
た
文
化
を
支
え
る
基
礎
的
人
材
の
獲
得
が
平
成

2
5
年
度
に
達
成
で
き
た
。

受
益
者
負
担
に
つ
い
て
見
直
す
余
地
は
な
い
か

-

実
施
体
制
（
事
務
分
担
な
ど
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

-

４
　
コ
ス
ト
（
D
o
②
）

（
千
円
）

全
部
委
託

変
化
な
し

市
民
・
対
象

者
ニ
ー
ズ
の

状
況
・
内
容

増
加
傾
向

効 率 性

○

手
段

一
部
委
託

補
助
金
等

業
務
プ
ロ
セ
ス
（
進
め
方
・
手
続
き
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

○
団
体
の
自
立
や
運
営
の
安
定
化
を
図
る
た
め
、

事
業
内
容
・
事
業
費
等
の
見
直
し
を
行
な
っ
て

い
る
。
そ
の
結
果
に
基
づ
き
、
市
補
助
金
の
あ

り
方
に
つ
い
て
見
直
し
を
行
な
う
。

改
善
策

取
組
状
況

前
年
度
以
前
評
価
で
の
改
善
項
目

改
善
状
況
（
前
年
度
評
価
に
基
づ
か
な
い
改
善
事
項
等
も
含
む
）

民
間
委
託
や
市
民
団
体
等
と
の
協
働
の
余
地
は
な
い
か

減
少
傾
向

R
2
年
度
予
算

事
業
費
計

Ａ
1

,1
0

0
9

6
4

8
0

0
5

0
0

7
0

4
1

,1
0

4

区
分

H
2
7
年
度
決
算

H
2
8
年
度
決
算

H
2
9
年
度
決
算

H
3
0
年
度
決
算

H
3
1
年
度
決
算

７
　
今
後
の
方
向
性
（
A
c
ti
o
n
）

受
益
者
負
担

Ｂ

国
県
支
出
金

月
）

地
方
債

改
善
し
て
継
続

現
状
の
ま
ま
継
続

手
段
・
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
見
直
し

休
廃
止

（
　
　
年
度

）
終
了

（
　
　
年
度

）

そ
の
他

一
般
財
源

1
,1

0
0

市
民
等
と
の
協
働
を
導
入
・
拡
大

年

民
間
委
託
を
導
入
・
拡
大

目
的
（
対
象
・
意
図
）
の
再
設
定

（
実
施
時
期
：

（
実
施
時
期
：

（
実
施
時
期
：

年

事
業
の

方
向
性

財 源 内 訳

月
）

（
実
施
時
期
：

年
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
善

（
実
施
時
期
：

月
）

人
件
費
計

Ｃ
3

,9
7

1
4

,0
5

5
3

,9
7

5
3

,9
8

9
1

,5
6

3
1

,5
6

3

7
0

4
9

6
4

8
0

0
5

0
0

月
）

（
実
施
時
期
：

人
数

0
.5

0
0

.5
0

0
.5

0
（
実
施
時
期
：

1
,1

0
4

月
）

年
月
）

年
他
事
業
と
の
連
携
・
統
合

正
職
員

年
月
）

そ
の
他

（
実
施
時
期
：

年

4
,0

5
5

3
,9

7
5

3
,9

8
9

0
.5

0
0

.2
0

0
.2

0
受
益
者
負
担
の
見
直
し

2
,2

6
7

2
,6

6
7

1
,5

6
3

3
月
）

年
月
）

5
年

臨
時
・
再
任
用
職
員
の
活
用

（
実
施
時
期
：

1
,5

6
3

内 訳
臨
時

職
員

人
数

改
善
内
容

白
井
市
文
化
団
体
協
議
会
は
設
立
し
て
6
年
を
経
る
。
現
在
、
自
立
・
安
定
し
た
運
営
を
行
な
う
た
め
の
検
討
を

進
め
て
い
る
。
今
後
、
団
体
と
の
協
議
を
行
い
、
補
助
金
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
令
和
4
年
度
末
ま
で
に
見
直
す

予
定
で
あ
る
。

人
件
費

総
コ
ス
ト
Ｄ
＝
Ａ
+
Ｃ

人
件
費

3
,9

7
1

4
,7

7
5

4
,4

8
9

5
,0

7
1

5
,0

1
9

改
善
に
よ
り
期

待
さ
れ
る
効
果

団
体
の
自
立
、
運
営
の
安
定
化
。

市
民
１
人
コ
ス
ト
Ｄ
/人

口
（
円
）

8
0

.2
7

7
9

.1
6

7
4

.8
5

7
0

.4
4

3
5

.8
1

受
益
者
負
担
率
Ｂ
/Ｄ

（
％
）
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年
度

１
　
基
本
情
報

５
　
指
標
の
推
移
（
C
h
e
c
k
①
）

事
業
名

市
民
文
化
祭
開
催
事
業

コ
ー
ド

Ｂ
-

令
和
2
年
度
事
務
事
業
評
価
シ
ー
ト
（
分
野
別
事
業
・
一
般
事
務
事
業
用
）
の
見
方

評
価
対
象
年
度

Ｈ
3

1

3

市
民
文
化
祭
各
部
門
（
一
般
部

門
・
学
校
部
門
）
の
来
場
者
数
の

合
計
値

8
,2

9
0

区
分

H
2
9
年
度

H
3
0
年
度

H
3
1
年
度

R
2
年
度

指
標
の
説
明

単
位

①

来
場
者
数

人

指
標
の
方
向

8
,0

0
0

8
,0

0
0

8
,0

0
0

-
0

8
指
標
名

種
別

活
動
指
標

目
標

8
,0

0
0

生
涯
学
習
課

課
等
長

石
戸
　
啓
夫

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

9
9

.4
1

5
2

.9
1

0
3

.6

Ｂ
　
学
習
・
教
育

３
　
文
化
・
芸
術

0
.5

コ
ス
ト
効
率

向
上

予
算
科
目

会
計

一
般

款
9

項

事
業
期
間

昭
和
３
１
年
度

～
令
和
２
年
度

担
当

教
育
部

達
成
率

0
.5

位
置
づ
け

実
績

7
,9

5
1

1
2

,2
2

8

市
民
文
化
祭
各
部
門
（
一
般
部

門
・
学
校
部
門
）
の
参
加
団
体
数

の
合
計
値

根
拠
法
令

事
業
区
分

■
市
単
独
事
業

□
補
助
事
業

実
績

２
　
事
業
概
要
（
P
la
n
）

種
別

成
果
指
標

指
標
の
方
向

参
加
団
体
数

団
体

目
標

7
7

7
7

7
7

8
2

8
8

7
8

7
7

必 要 性

達
成
率

1
0

6
.5

1
1

4
.3

1
0

1
.3

②

4
目

1
事
業

市
民
文
化
祭
開
催
事
業

0
.8

0
.5

市
が
関
与
す
る
必
要
性
は
薄
れ
て
い
な
い
か

○
市
民
文
化
祭
の
目
的
は
市
民
の
文
化
芸
術
活
動

の
成
果
発
表
及
び
鑑
賞
機
会
の
提
供
で
あ
り
、

市
民
文
化
祭
の
開
催
を
通
し
て
市
の
文
化
の
振

興
に
繋
が
っ
て
い
く
た
め
。

事
業
を
実
施
し
な
い
と
市
民
や
地
域
社
会
に
不
利
益
が
生
じ
る
か

○

コ
ス
ト
効
率

向
上

事
業
実
施

の
背
景

昭
和
3
1
年
に
文
化
振
興
の
た
め
、
日
ご
ろ
の
活
動
の
成
果
を
発
表
し
、
ま
た
、
芸
術
に
楽
し
む
機
会
を
作
る
こ
と

を
目
的
に
文
化
祭
を
開
催
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

8
0

.2
7

2
.9

5
0

.6
5

2
.2

目
的

対
象
（
誰
・
何
を
）

意
図
（
ど
う
い
う
状
態
に
し
た
い
か
）

６
　
事
業
の
評
価
（
C
h
e
c
k
②
）
　

市
民
・
文
化
団
体

市
内
で
活
動
す
る
文
化
団
体
・
市
民
に
文
化
芸
術
活
動
の
成
果
発
表
の

場
及
び
鑑
賞
の
場
を
提
供
を
通
し
て
文
化
・
芸
術
団
体
の
育
成
及
び
市

民
に
よ
る
文
化
活
動
の
活
発
化
を
図
る
。

項
目

評
価

評
価
の
理
由
・
課
題

協
働

直
営

○

指
標
②
の
参
加
団
体
数
は
目
標
値
を
上
回
っ
て

い
る
。
ま
た
、
市
民
文
化
祭
は
特
定
の
市
民
を

対
象
と
し
て
開
催
す
る
も
の
で
は
な
く
、
市
民

全
体
を
対
象
と
し
て
お
り
、
公
益
性
は
高
い
。

３
　
取
組
状
況
（
D
o
①
）

手
段
は
適
切
か
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
は
適
切
か

○

Ｈ
3
1
年
度

取
組
状
況

白
井
市
民
文
化
祭
（
一
般
部
門
及
び
児
童
・
生
徒
を
対
象
と
す
る
学
校
部
門
）
の
開
催
。
一
般
部
門
は
市
民
文
化
祭

実
行
委
員
会
へ
補
助
金
を
交
付
し
て
市
民
と
の
協
働
で
、
学
校
部
門
は
直
営
で
実
施
。
学
校
部
門
は
、
庁
舎
建
替
え

工
事
に
伴
い
、
白
井
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
に
会
場
を
変
更
し
て
実
施
し
た
。

国
・
県
・
民
間
に
類
似
の
事
業
・
サ
ー
ビ
ス
は
な
い
か

○

そ
の
他

対
象
者
の
減
少
な
ど
事
業
の
実
施
意
義
は
薄
れ
て
い
な
い
か

○
白
井
市
民
文
化
祭
（
一
般
部
門
及
び
児
童
・
生
徒
を
対
象
と
す
る
学
校
部
門
）
を
開
催
す
る
。
一
般
部
門
は
市
民
文

化
祭
実
行
委
員
会
へ
補
助
金
を
交
付
し
て
市
民
と
の
協
働
で
、
学
校
部
門
は
直
営
で
実
施
す
る
。

対
象
や
意
図
を
限
定
又
は
拡
充
す
る
必
要
は
な
い
か

○

有 効 性

指
標
目
標
を
達
成
し
た
か
、
意
図
の
実
現
に
近
づ
い
て
い
る
か

○

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合
の
余
地
は
な
い
か

参
加
団
体
数
は
、
長
期
間
の
推
移
を
見
る
と
増
減
を
繰
り
返
し
て
い
る
。
一
部
の
部
門
で
は
実
施
主
体
と
な
る
団

体
構
成
員
の
高
齢
化
が
進
行
し
て
お
り
、
将
来
的
に
参
加
者
団
体
数
の
減
少
も
危
惧
さ
れ
る
た
め
、
よ
り
多
く
の

世
代
の
参
加
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

受
益
者
負
担
に
つ
い
て
見
直
す
余
地
は
な
い
か

○

実
施
体
制
（
事
務
分
担
な
ど
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

○

４
　
コ
ス
ト
（
D
o
②
）

（
千
円
）

全
部
委
託

変
化
な
し

市
民
・
対
象

者
ニ
ー
ズ
の

状
況
・
内
容

増
加
傾
向

効 率 性

○

手
段

一
部
委
託

補
助
金
等

業
務
プ
ロ
セ
ス
（
進
め
方
・
手
続
き
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

○
事
業
仕
分
の
結
果
を
受
け
て
平
成
2
6
年
度
か

ら
一
般
部
門
が
実
行
委
員
会
に
よ
る
運
営
に
移

行
し
た
こ
と
で
、
市
の
負
担
は
減
少
し
て
お

り
、
効
率
性
は
高
い
。

改
善
策

取
組
状
況

前
年
度
以
前
評
価
で
の
改
善
項
目

改
善
状
況
（
前
年
度
評
価
に
基
づ
か
な
い
改
善
事
項
等
も
含
む
）

民
間
委
託
や
市
民
団
体
等
と
の
協
働
の
余
地
は
な
い
か

減
少
傾
向

R
2
年
度
予
算

事
業
費
計

Ａ
2

,4
5

9
2

,3
9

6
2

,6
0

2
2

,4
2

3
2

,3
8

4
2

,4
5

5

区
分

H
2
7
年
度
決
算

H
2
8
年
度
決
算

H
2
9
年
度
決
算

H
3
0
年
度
決
算

H
3
1
年
度
決
算

７
　
今
後
の
方
向
性
（
A
c
ti
o
n
）

受
益
者
負
担

Ｂ

国
県
支
出
金

月
）

地
方
債

改
善
し
て
継
続

現
状
の
ま
ま
継
続

手
段
・
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
見
直
し

休
廃
止

（
　
　
年
度

）
終
了

（
　
　
年
度

）

そ
の
他

5
9

7
7

2
1

一
般
財
源

2
,4

0
0

市
民
等
と
の
協
働
を
導
入
・
拡
大

年

民
間
委
託
を
導
入
・
拡
大

目
的
（
対
象
・
意
図
）
の
再
設
定

（
実
施
時
期
：

（
実
施
時
期
：

（
実
施
時
期
：

年

事
業
の

方
向
性

財 源 内 訳

月
）

（
実
施
時
期
：

年
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
善

（
実
施
時
期
：

月
）

人
件
費
計

Ｃ
3

,9
7

1
4

,0
5

5
3

,9
7

5
3

,9
8

9
1

,5
6

3
1

,5
6

3

2
,2

0
4

2
,3

1
9

2
,5

8
1

2
,4

0
6

1
7

月
）

（
実
施
時
期
：

人
数

0
.5

0
0

.5
0

0
.5

0
（
実
施
時
期
：

1
8

0
1

8
2

2
,2

7
3

月
）

年
月
）

年
他
事
業
と
の
連
携
・
統
合

正
職
員

年
月
）

そ
の
他

（
実
施
時
期
：

年

4
,0

5
5

3
,9

7
5

3
,9

8
9

0
.5

0
0

.2
0

0
.2

0
受
益
者
負
担
の
見
直
し

3
,9

4
7

4
,0

1
8

1
,5

6
3

月
）

年
月
）

年
臨
時
・
再
任
用
職
員
の
活
用

（
実
施
時
期
：

1
,5

6
3

内 訳
臨
時

職
員

人
数

改
善
内
容

人
件
費

総
コ
ス
ト
Ｄ
＝
Ａ
+
Ｃ

人
件
費

3
,9

7
1

6
,5

7
7

6
,4

1
2

6
,4

3
0

6
,4

5
1

改
善
に
よ
り
期

待
さ
れ
る
効
果

市
民
１
人
コ
ス
ト
Ｄ
/人

口
（
円
）

1
0

1
.7

8
1

0
1

.7
4

1
0

3
.1

0
1

0
0

.6
2

6
2

.3
4

受
益
者
負
担
率
Ｂ
/Ｄ

（
％
）
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o
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事
業
コ
ー
ド

-
-

-

改
善
に
よ
り
期

待
さ
れ
る
効
果

受
益
者
負
担
率
Ｂ
/Ｄ

（
％
）

7
,8

2
9

7
,0

1
8

9
,0

8
6

5
,8

5
9

3
,4

8
0

総
コ
ス
ト
Ｄ
＝
Ａ
+
Ｃ

市
民
１
人
コ
ス
ト
Ｄ
/人

口
（
円
）

1
2

3
.9

3
1

1
0

.6
9

1
4

2
.4

3
9

1
.9

4
5

4
.9

5

7
9

4
8

1
1

7
9

5

4
,0

4
3

改
善
内
容

人
件
費

7
1

8
9

9
1

9
8

4
0

4
1

そ
の
他

（
実
施
時
期
：

年
3

.0
0

3
.0

0
3

.0
0

7
8

2
臨
時
・
再
任
用
職
員
の
活
用

（
実
施
時
期
：

月
）

年
月
）

年
月
）

（
実
施
時
期
：

人
数

0
.1

0
0

.1
0

0
.1

0
（
実
施
時
期
：

8
2

2
8

2
3

市
民
等
と
の
協
働
を
導
入
・
拡
大

0
.1

0
0

.1
0

0
.1

0
受
益
者
負
担
の
見
直
し

財 源 内 訳

月
）

（
実
施
時
期
：

年 年

月
）

人
件
費
計

Ｃ
8

6
5

9
0

0
8

8
6

8
9

6

正
職
員

人
件
費

内 訳
臨
時

職
員

人
数

3
.0

0

月
）

一
般
財
源

4
,3

6
4

2
,8

6
2

3
,9

6
8

2
,8

6
1

2
,2

4
9

2
,0

2
0

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合

民
間
委
託
を
導
入
・
拡
大

手
段
・
サ
ー
ビ
ス
水
準
の
見
直
し

業
務
プ
ロ
セ
ス
の
改
善

（
実
施
時
期
：

月
）

年
月
）

年
（
実
施
時
期
：

（
実
施
時
期
：

年

事
業
の

方
向
性

そ
の
他

2
,6

0
0

3
,2

5
6

4
,2

3
2

受
益
者
負
担

Ｂ

地
方
債

2
,1

0
2

4
0

9
1

,2
0

0

7
9

8
7

8
2

3
.0

0
3

.0
0

（
　
　
年
度

休
廃
止

（
　
　
年
度

）
年

月
）

3
,2

2
0

区
分

）

目
的
（
対
象
・
意
図
）
の
再
設
定

（
実
施
時
期
：

国
県
支
出
金

改
善
し
て
継
続

現
状
の
ま
ま
継
続

７
　
今
後
の
方
向
性
（
A
c
ti
o
n
）

終
了

　
公
演
ご
と
に
行
っ
て
い
る
ア
ン
ケ
ー
ト
か
ら
、
身
近
な
ホ
ー
ル
で
参
加
し
や
す
い
料
金
設
定
で
鑑
賞
で
き
る
こ

と
へ
の
感
謝
や
自
主
事
業
を
楽
し
み
に
し
て
い
る
と
い
う
意
見
を
頂
い
て
い
る
。

受
益
者
負
担
に
つ
い
て
見
直
す
余
地
は
な
い
か

○

実
施
体
制
（
事
務
分
担
な
ど
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

○

H
2
7
年
度
決
算

H
2
8
年
度
決
算

H
2
9
年
度
決
算

H
3
0
年
度
決
算

H
3
1
年
度
決
算

４
　
コ
ス
ト
（
D
o
②
）

（
千
円
）

市
民
・
対
象

者
ニ
ー
ズ
の

状
況
・
内
容

R
2
年
度
決
算

事
業
費
計

Ａ
6

,9
6

4
6

,1
1

8
8

,2
0

0
4

,9
6

3
2

,6
5

8

増
加
傾
向

効 率 性

業
務
プ
ロ
セ
ス
（
進
め
方
・
手
続
き
）
に
工
夫
の
余
地
は
な
い
か

―
事
業
の
宣
伝
・
広
告
に
つ
い
て
、
工
夫
の
余
地

が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

改
善
策

取
組
状
況

前
年
度
以
前
評
価
で
の
改
善
項
目

改
善
状
況
（
前
年
度
評
価
に
基
づ
か
な
い
改
善
事
項
等
も
含
む
）

民
間
委
託
や
市
民
団
体
等
と
の
協
働
の
余
地
は
な
い
か

○

変
化
な
し

減
少
傾
向

指
標
目
標
に
つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響

で
中
止
し
た
公
演
が
あ
っ
た
た
め
、
達
成
で
き

て
い
な
い
。

３
　
取
組
状
況
（
D
o
①
）

手
段
は
適
切
か
、
サ
ー
ビ
ス
水
準
は
適
切
か

○

Ｈ
３
１
年

度
取
組
状
況

７
月
　
警
察
音
楽
隊
コ
ン
サ
ー
ト

２
月
　
演
劇
「
け
む
り
が
目
に
し
み
る
」

３
月
　
【
中
止
】
松
田
華
音
　
ピ
ア
ノ
・
リ
サ
イ
タ
ル

国
・
県
・
民
間
に
類
似
の
事
業
・
サ
ー
ビ
ス
は
な
い
か

○

他
事
業
と
の
連
携
・
統
合
の
余
地
は
な
い
か

○

手
段

一
部
委
託

補
助
金
等

協
働

直
営

事
業
を
実
施
し
な
い
と
市
民
や
地
域
社
会
に
不
利
益
が
生
じ
る
か

○
全
部
委
託

事
業
実
施

の
背
景

目
的

芸
術
・
文
化
活
動
の
拠
点
と
し
て
、
平
成
6
年
度
に
文
化
セ
ン
タ
ー
が
開
館
し
た
の
を
機
に
市
民
に
芸
術
・
文
化
の

鑑
賞
の
機
会
を
提
供
し
始
め
る
。

指
標
１
単
位
当
た
り
コ
ス
ト
（
千
円
）

2
.8

達
成
率

8
2

.3

―

9
事
業

文
化
会
館
自
主
事
業
運
営
事
業

対
象
（
誰
・
何
を
）

市
民

4
目

1
,7

3
9

.9
低
下

文
化
セ
ン
タ
ー

２
　
事
業
概
要
（
P
la
n
）

種
別

成
果
指
標

指
標
の
方
向

そ
の
他

対
象
者
の
減
少
な
ど
事
業
の
実
施
意
義
は
薄
れ
て
い
な
い
か

―
・
自
主
事
業
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
文
化
会
館
運
営
協
議
会
を
開
催
し
、
委
員
の
意
見
等
を
参
考
に
事
業
を
計
画
し
て
い
る
。

・
ポ
ス
タ
ー
の
掲
示
や
、
市
内
小
・
中
学
校
へ
チ
ラ
シ
の
配
布
、
市
広
報
誌
や
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
、
メ
ー
ル
配
信
な
ど
で
事
業
の
周
知
を
行
っ
て
い

る
。

対
象
や
意
図
を
限
定
又
は
拡
充
す
る
必
要
は
な
い
か

○

有 効 性

指
標
目
標
を
達
成
し
た
か
、
意
図
の
実
現
に
近
づ
い
て
い
る
か2

.1
5

.6
2

.8

評
価
の
理
由
・
課
題

必 要 性

市
が
関
与
す
る
必
要
性
は
薄
れ
て
い
な
い
か

評
価

人
目
標

4
,0

0
0

8
7

.6
5

4
.7

②

意
図
（
ど
う
い
う
状
態
に
し
た
い
か
）

６
　
事
業
の
評
価
（
C
h
e
c
k
②
）
　

市
民
に
生
の
舞
台
芸
術
に
触
れ
て
も
ら
う
機
会
を
提
供
し
、
市
民
の
芸

術
・
文
化
に
対
す
る
関
心
を
高
め
て
い
く
。

項
目

コ
ス
ト
効
率

低
下

○
優
れ
た
芸
術
文
化
に
接
す
る
機
会
を
提
供
を
す

る
こ
と
で
、
市
民
の
文
化
芸
術
文
化
の
向
上
及

び
福
祉
の
増
進
を
図
る
事
業
で
あ
り
必
要
性
は

あ
る
と
考
え
る
。
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業
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加
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根
拠
法
令

事
業
区
分

■
市
単
独
事
業

□
補
助
事
業

実
績

入
場
者
数

予
算
科
目

会
計

一
般

款
9

項

教
育
部

1
,4

4
0

位
置
づ
け

Ｂ
　
学
習
・
教
育

３
　
文
化
・
芸
術

実
績

5

事
業
期
間

平
成
６
年
度

～
終
了
未
定

担
当

種
別

課
等
長

石
田
昌
弘

達
成
率

指
標
名

R
2
年
度

事
業
を
実
施
し
た
数

2

区
分

H
2
9
年
度

4
3

3

指
標
の
説
明

1
0

0
.0

1
2

5
.0

6
6

.7

H
3
1
年
度

5

H
3
0
年
度

年
度

１
　
基
本
情
報

５
　
指
標
の
推
移
（
C
h
e
c
k
①
）
単
位

①

自
主
事
業
開
催
数

回

指
標
の
方
向

事
業
名

文
化
会
館
自
主
事
業
運
営
事
業

-
0

令
和
２
年
度
事
務
事
業
評
価
シ
ー
ト
（
分
野
別
事
業
・
一
般
事
務
事
業
用
）

評
価
対
象
年
度

Ｈ
3

1

コ
ー
ド

Ｂ
-

3

活
動
指
標

目
標
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